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はじめに
プライマリー(予備選挙)からの黒人排除に関する諸判決(白人プライマリ一
事件WhitePrimary Cases)により，プライマリーに対して連邦憲法，特に
修正一四条の適用のありうることが確立されたヘ修正一凹条を適用するため
には，ステイト・アクションの存在が認定されなければならないが，それには
二つの方向が示唆された。一つは，外|によるプライマリーへの関与(たとえば，
州法によるプライマリーの詳細な規律)を根拠にする方向であり，他は，特定
の性格を有する(たとえば，プライマリーの結果が事実上本選挙の結果を決め
るような場合)プライ・マリーを公式選挙の一部と見る方向である。いずれにせ
よ，白人プライマリ一事件で問題となったのは，人種差別であった。しかし，
修正一四条の禁止するのは人種に基づく差別に限定されない。プライマリーの
制度に生じるあらゆる差別が問題となりうるのである O 実際， 60年代に入る
と，修正一四条の適用を巡って新たな胎動が生ずる。それを準備したのは，
1962年の連邦最高裁判決 Bakerv. Carrω に始まる定数不均衡諸判決であっ
たω。これらの判決により，本選挙に関して一票の価値が平等な「公正かっ効
果的な投票権」が修正一四条により保障されることが確立された。では，それ
はプライマリーに関しても適用されるのであろうか。この問題が大統領候補者
指名のための全国党大会 CNationalConvention)への代議員選出手続を巡っ
て激しく争われるととになる O それを分析するのが本稿の課題で-あるが，争点
は全国党大会代議員定数の各州への不均衡配分問題(後述且で扱う)と各州内
の代議員選出手続の不平等問題(後述Eで扱う〉の二つに分けられる。しかし，
そのそれぞれを分析する前に，準備作業として，州政党内部で党役員の選出や
( 1 ) 高橋和之「アメリカの予備選挙制度と政党の法的地位研究序説一一予備選挙の投
票資格現制とステイト・アクション法理一一」法律論叢83巻第2・3合併号263頁
(2011年〉参照。
( 2) 369 U. S. 186 (1962) 
(3) 芦部信喜『憲法訴訟の理論Jl(有斐閣， 1973年)195頁以下参照。
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候補者指名を巡って争われた事件を見ておきたい。州政党内部の選挙制度に関
する問題は全国政党・全国党大会をめぐる問題とは性格を異にするから，前者
に関する裁判所の判断が後者に関する先例的意味をもっということに必ずしも
ならないが，両者はともに政党のあり方に関係している点で共通性をもち，そ
の限りでパラレルな思考を可能にする面を有するからである。実際，州政党に
関する判例が，後に全国党大会を巡る争いに対して少なからぎる影響を与えて
おり，学説の多くも前者の判例に依拠しつつ後者の問題を論ずるという態度を
示している。前者の判例が果してどこまで後者の先例になりうるのかを吟味す
る上でも，この予備的作業を欠かすわけにはいかないであろう。
I 州政党内部の選挙制度をめぐる判例
(1) Gray判決
合衆国最高裁は， 1962年にBaker判決において州議会議員選挙の定数不均衡
訴訟が司法判断適合性(justicia bili ty )を有すると判示して，不均衡是正に向け
ての裁判所の介入を宣言してのち，早くも翌 1963年に政党の役員の選出手続に
も修正一四条が適用されることを認めるに至った。それがGrayv. Sandersω で
ある。この事件は，黒人議別とは関係のない政党の行為につき連邦憲法適合性
が判断された最初の重要判決である。事件の概要は次のようであった。
ジョージア州、法は，州レベルで選出される公職(合衆国上院議員，州知事等)
の各党公認候補者の指名方法に，いわゆるユニット制 (unitsystem)を採用
していた。すなわち，州内の各都は，人口数に応じて一定のユニット数を配分
される。人口 l万5千人以下の郡は 2ユニット，これを趨える人口を有する郡
は，次の5千人につき lユニット，さらに次の 1万人につき lユニット，その
次の l万5千人につき lユニット，さらにその次の l万5千人についても lユ
ニット，その後は3万人ごとに 2ユニットづつである O そして，プライマリー
(4) 372 U. S. 368 (1963). 
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における各郡の最高得票者がその郡の全ユニット数を独占的に獲得する。第一
次プライマリーで党公認候補者に指名されるためには，州、|の全投票数の過半数
を獲得すると同時に，州の全ユニット数の過半数も獲得しなければならない
(ただし，候補者が2名のみで両者の獲得ユニット数が同数である場合には，
投票数の過半数を得た者が指名を獲得する〉。投票数とユニット数の両方の過
半数を獲得した者がいない場合には，獲得投票数の最上位者と獲得ユニット数
の最上位者の聞で決戦投票(第二次プライマリー)を行い，そこでユニット数
をより多く獲得した者が指名を受ける(同数の場合は得票数の多い方が勝ち)
ことになっていた。本件は，ある有権者がこの制度の修正一四条違反を主張し，
州民主党執行委員会議長並びに書記及び州務長官を被告にこの制度の使用の差
止と宣言判決を求めたものである。
法廷意見はダグラス判事が書いており，ハーラン判事が反対意見を付してい
る。まず訴訟の入口でステイト・アクションが問題となった。この点につき，
法廷意見は，地裁 CDistrictCourt)の iC州は)プライマリーを公的な選挙
装置の一部として採用しているJという認定を受け入れて，修正一四条のステ
イト・アクションの存在を肯定した。白人プライマリー判決で修正一五条につ
き展開された，プライマリーは選挙制度の一部であるという「公的機能」の論
理を修正一四条についても探用したのであるω。これにより，本選挙とプライ
(5 ) 連邦地裁は， ジョージア州のプライマリーに修正一四条が及ぶとする理由を，第
五巡回区控訴裁判所がChapmanv. King (154 F.2d 460)で示した次のような趣
旨の判断.すなわち， rジョージア升|における予備選挙の実施は，全体の選挙過程
の本質的な部分であり，その実施と管理は州法により緊密に監視されており，また，
それに与えられる効果も州法により明確に決定されているので，予備選挙実施にお
ける党の行為は修正一四条の想定内のステイト・アクシ田ン会構成する」という判
断に基礎をおいているのであると述べ，上記判決から次の文章を引用する。「これ
らの規定は，州が，自己の要求する選挙管理者を通じて，予備選挙の実施に協力し，
党の規則の背後に州の権力を置いていることを示すものであると我々は考える。ナトl
は，予備選挙を公的な選挙装置の一部として採用しているのであるJ。そして，こ
の引用に続けて， rSmith v. AllrightおよびUnitedStaes v. Classicも見よ」と記
している。これに対して，最高裁判決は， r予備選挙実施における本件政党の行為
が修正一四条の意味でのステイト・アクションを構成するという点につき我々は地
裁に同意するJと述べて，地裁が引用したとまったく同一の Chapman判決から
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マリーの区別が不要になった。その上で，法廷意見は本案の判断に入る。地裁
判決は，ユニット制を合衆国大統領選挙制度における「選挙人団JCeleetoral 
college)の制度とのアナロジーで捉えベこの選挙人団の構成につき各州聞
に見られると同程度の格差はユニット制においても許容されるとしたが，法廷
意見は，合衆国憲法の定めた選挙人団の制度は全く政治的妥協の産物であり，
それが大統領選挙以外の選挙制度にも妥当しうるとする根拠はないと述べて，
このアナロジーを否定し，本件は専ら「投票権」に関する事件であると捉えて
次のように判示した。すなわち， iジョージアナNは，州レベルの選挙において，
各有権者に一票を与えている。しかるに，その主要計算に際しては，郡のユニッ
ト制を使用し，結果として，農村票を都市票よりも重く評価し，小さな農村的
郡を大きな農村的郡よりも重く評価している」。しかし， i代表が選出されるべ
き地理的ユニットが一旦指定された以上，その選挙に参加する全ての者は，そ
の人種，性別，職業，収入が何であれ，また，その住所がその地理的ユニット
のどこにあろうと，平等の票をもたねばならなL、。このことは修正一四条の平
等条項により要求されているのであるJoi独立宣雷からリンカンのゲティスパー
グ演説，修正一五条，一七条，一九条に至る政治的平等の観念は，ただ一つの
ことのみを意味しうる。すなわち，一人一票である」。
の文章を引用し，それに続けて「我々はその結論に同意し，選挙過程のこの予備的
段階の州による規制はその段階をステイト・アクションとすると結論付ける。
United States v. Classic......， Smith v. AlJright......を見よJと記している。両
者を比較すると，地裁は， Iも見よ」と記しているところから窺えるように，直接
にChapman判決に依拠しており， SmithとClassicは付加的に過ぎなく，ゆえに，
白人プライマリーにおける「州法により詳細な規律」の方向に乗ったと思われるの
に対し，最高裁は明白に ClassicおよびSmithに依拠した体裁を採っているから，
白人プライマリーにおける「公的機能」論に基礎付けを求めたともの思われる。
(6) 各州は，白州に配分されている連邦議会議員数と同数の大統領選挙人を選出する。
各州は，人口数に関係なく二名の連邦議会上院議員を有すると同時に，人口数に比
例した数の連邦議会下院議員を擁する。ゆえに，その合計は各州の人口数には比例
していなL、。人口数の小さい州が有利になっているのである。
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(2) Gray判決の射程の限定
このように Gray判決は，政党の行うプライマリーを公式な選挙の一部と
捉えてステイト・アクション性そ認め，そこでの投票の価値に修正一四条の
平等を要求するというドラスティックな解決を採用した。問題は，この判決が
どこまでの射程をもつかである。まず，本件はプライマリーによる候補者指
名の事件であり， ここでの判旨が，州の党大会による候補者指名手続にも妥
当するかどうかは，判決自身が明示的に留保したの。さらに，その後の下級審
判決は， Gray判決の射程の明確化を試みる。その最初に来るのが Lynchv. 
Torquatoω である。
a) Lynch v. Torquato 
ペンシルヴェニア州法によれば，州政党の地方事務を管理するのは郡委員会
(county committee)であり，そのメンバーはプライマリーにより選出され
るか，あるいは，郡委員会が定めた党規則に従って任命されるこみになってい
た。この法律に基づき，カンブリア郡の民主党規則は，当郡の委員会は郡内の
各選挙区 (precincts)において当区在住党員により男女 l名づっ選出された
委員から成ると定めると同時に，郡委員会が郡政党の正副議長を任期2年で選
出すると定めていた。州法の定める郡委員会の権限としては，党組織の管理・
運営の他に，特殊状況下での党公認候補者の指名に関するものがあった。すな
わち，候補者指名は，通常は州法の定めるプライマリーにより行われるが，被
指名者が死亡，辞退等により欠けるに至った場合には，郡委員会の授権した機
(7) 州の公職選挙の候補者指名に党大会方式はめったに採用されない CDevelop.
ments in the law-Elections， 88Harv. L. Rev.1111， 1183 (1975))というから，
この留保は実際にはあまり意味がないようである。ちなみに， Gray判決以前の段
階であるが，外|の最高裁判決の中に党大会に対して公式選挙に適用されるのと同じ
原則が適用されると判示したものがあるという。 SeeCalvin Bellamy， Applicabil-
ity of the Fourteenth Amendment to the Allocation of Delegates to the Demo-
cratic National Convention， 38Geo. Wash. L. Rev. 892，896 (1970). 
( 8) 343 F. 2d 370 (3rd Cir. 1965). 
-6ー
アメリカの予備選挙制度と政党の法的地位研究序説
闘がこれを補充しうるとされており，カンブリア郡では議長およびその任命に
かかる執行委員会がこの役割を委ねられてきた。ところで，郡委員会メンバー
を選出する選挙区間には，党員が750名のところもあれば，わずか 18名にす
ぎないところもあるというように党員数に大きな格農が存在した。そこで，あ
る民主党員が郡委員会役員を被告に，党議長の選挙の実施を禁止し，代わりに
党員による直接選挙を命ずる判決を求めて出訴した。これに対し，連邦控訴裁
判所は， I本件で争点となっているのは郡の公職担当者 (countyofficers)の
選出ではなくて，民主党の郡委員会および議長，すなわち民主党の地方事務を
管理する権限を有する党役員 (partyfunctionaries)の選出」であり，ゆえに，
かりに郡の長官 (countycommissioner)や郡選出の州議会議員のような政治
職 (governmentaloffices)の候補者を指名するためには Gray判決の先例に
従って修正一四条の要請を‘満たすことが必要であるとしても，本件にはGray
判決の適用はない，と判示した。すなわち， I合衆国最高裁の関連判決におい
て宣言された，市民が憲法上有する有権者としての平等権は，政治の運営にお
いて市民の代表者となるべき者の選出に対して適用されるのであり，政党の内
，部的管理を行う者の選出には適用されない。たしかに，この権利は，州による
規制の下に政党が実施するプライマリーにも及ぶ。しかし，これは，プライマ
リーが政党の活動であるがゆえにではなく，そうであるにもかかわらず，その
機能が政治的職務 (governmentaloffice)への候補者を選出することにある
からなのである。人民は，政治における自己の代表者の瀧択のためにプライマ
リーおよび本選挙に従事しているときには，行為中の『州、IJ(“state" .in ac-
tion)であるとみなされるのが合理的であろう。その結果，これらの活動の組
織と規制は，有権者各々に法の平等な保識を与えるようなものでなければなら
ない。これに対して，プライマリーもしくは本選挙以外の党の内部的事務を行
う際の党指導者の通常の役割は，党の役職をして政治職にするわけでもなく，
あるいは，これらの役職の選出をして Gray判決の要請を満たさねばならない
ステイト・アクションとするわけでもないJ，と。このように，本判決は政党
の行為を政党の内部事務の管理と公的機能の遂行に分けて，修正一四条の適用
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されるステイト・アクションを構成するのは後者のみであるという理論を提示
し，これが後の下級審判決にある程度の影響を与えることになった。もっとも，
本件自体はこれで問題がすべて解決したわけではなL、。というのは，本件の党
の議長は，党の内部的事務を管理するのみならず，緊急の場合には政治職の候
補者を指名するという，公的機能に関わる権限も有しているからである。した
がって， Iこのような代替候補者の緊急指名を行う際には，党のリーダーは選
挙人の憲法上保護された職務を遂行しているのであり，ゆえに，彼が憲法上そ
う行動しうるのは，彼自身が「一人一票』原則を遵守した手続で選出されてい
る場合だけである，と論ずることも可能なのである」。しかし，本判決によれ
ば，かりにこのような主張がなされた場合の適切な救済方法は，非民主的な方
法で選出された議長に対しかかる指名を行うことを禁止することである。とこ
ろが，本件では，議長がかかる指名を行ったとか，行おうとしているとかの主
張はなされていなL、。したがって，この問題を本件で判断する必要はない。こ
う述べて，本判決はこの争点に関する判断を回避したのである。
b) Dahl v. Republican State Committee 
リンチ判決は，上に見たように，政党の内部的事務の管理を行う役員の選出
については，修正一四条のステイト・アクションは成立しないとした。このリ
ンチ判決に依拠したその後の判例として， Dahl v. Republican State Commit-
te(9)がある。この事件では，ワシントン州法の州党委員会 Cstatecommit-
tee)に関する規定が問題となった。当該州法は， I各大政党の州委員会は，各
都委員会によりその組織大会において選出された男女各 l名の郡代表委員によ
り構成される」と規定していた。これに対して，ある郡の共和党および民主党
の中央委員会委員長等が両党の州委員会および議長を被告として公民権法を根
拠に当該州法の執行を差し止める訴訟を提起した。理由は，郡をユニットとし
た州委員会の構成の仕方が，一人一票原則に反するというのである。したがっ
(9) 319 F. Supp. 682 (1970).この事件は，後述の Maxeyv. Washington State 
Democratic Committee. 319 F. Supp. 673 (1970)のcompanioncaseである。
8-
アメリカの予備選挙制度と政党の法的地位研究序説
て，郡委員会以下のレベルの組織の構成の仕方は問題となっていない。原告の
主張のポイントは，州委員会は大統領選挙過程における候補者指名局面で重要
な役割を果たすので，大統領選挙の過程は州委員会委員の選出をもって始まる，
ということにあった。しかし，連邦地裁は.I州の創設した選挙過程は，州委
員会が州党大会を召集し代議員を郡の党組織に配分するときをもって開始する。
ゆえに，選挙過程は，州委員会が組織されるときには，まだ始まっていないJ.
と述べて原告の主張を退けた。要するに，州委員会委員の選出は，公式の選挙
の不可欠の一部をなしているわけではなく，その意味で「本事件は.Lynch v. 
Torquatoで第三巡回裁判所により表明されたルールの範囲内に入る」という
のである。もっとも，本判決は，本件に適用される先例として， リンチ判決以
前に Sailorsv. Board of Education(1O)を挙げているので， この点を若干検討
しておこう。
この事件は， ミシガンナト|における教育委員会委員の選挙制度を争ったもので
ある。ミシガン州法は，郡の教育委員会の構成方法を次のように定めていた。
まず有権者たる住民は，地方教育委員会委員を選出する。この地方教育委員会
の各々が代議員 I名を選出して郡レベルの隔年大会に派遣し，この代議員大会
が5名からなる郡教育委員会を，住民有権者が指名した候補者の中から選出す
る。この制度が.Gray判決で違憲とされた郡ユニット制と同種のものであり，
また.Reynolds v. Sims(ll)で確立された一人一栗原則に反すると主張された
のである。しかし，合衆国最高裁の法廷意見は，本件を郡教育委員会委員が憲
法上有権者住民の選挙で選出されるべきものかどうかの問題と捉えた。憲法上
選挙が必要ということになって初めて，その手続への修正一四条の適用が問題
となるのである。ところが，法話意見によれば，先例は選挙によることが規定
されている場合のものばかりであり.I地方役員が任命ではなくて選挙で選任
されねばならないのはどのような場合か」という問いについて参考となるもの
はなL、。ここで法話意見は，行政的機能を行う機関と立法的機能を行う機関と
(10) 87 S. Ct. 105 (1967). 
(11) 377 U. S. 533 (1964). 
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を区別し，任命と選挙に対応させる。「郡教育委員会委員を選任するミシガン
州の制度は，基本的には，選挙的というよりは任命的」であり，また. I郡教
育委員会は，本質的には行政的な機能を行う」のである。「少なくとも非立法
的公職者については，ナ|・|は地方役員を任命することもできれば，選挙すること
もでき，あるいは，本件のように選挙と任命の制度を結合するとともできる。
かりに議論の都合上，州が地方役員もしくは官吏 それが立法的なものであ
れ行政的あるいは司法的なものであっても一ーの選挙ぞ規定している場合には，
Gray v. SandersおよびReynoldsv. Simsの要請が満たされねばならないと
仮定しても，そういった性質の問題は(本件では)提起されていなL、。という
のは，ここでは地方教育委員会のための選挙が存在したものの，その選挙に関
する憲法上の不服は提起されていないからである。郡教育委員会委員の選出は
選挙を含んでおらず，かつ，これらの非立法的役職については選挙は要求され
ていなかったから.r一人一票』原則は関係なL、J。
この最高裁判決は，教育委員会という公職について選挙が必要かどうかを問
題とし，その判断碁準として当該公職が立法的機能と行政的機能のいずれを果
たすものなのかを問題とした。 Dahl事件の連邦地裁判決は，この Sailors事
件の最高裁判決がこの事件の先例として妥当すると考えた。なぜなら. ISail-
ors事件と同じく， ここでも郡および州委員会の選任の準備段階である選挙区
委員の選挙に対する攻曜はなされていなL、。 Sailors事件と同じく，法律はこ
れら委員会につき公的選挙を要求してはいない。 Sailors事件と同じく，州委
員会および郡委員会により遂行される機能は主として行政的性格のものであり，
ほとんど排他的に政党の内部的事務に関わっている。全国党大会への代議員任
命権を行使する場合を除けば，州委員会により統治的もしくは代表的機能が遂
行されることはないJ.というのである。しかし. Sailors判決で問題となっ
たのは，教育委員会委員という公職の選任であったのに対し.Dahl事件で問
題となったのは，私的団体たる政党の委員会委員の選任である。後者について
その職務のa性質が統治的か行政的かを問題にするのは場違いな感じがする。判
旨が州委員会の「統治的機能」として考えているのは，要するに公式の選挙に
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関係した機能のことである。それに対し，ある公職が統治的機能を果たすもの
なのかどうかを問題にする場合の「統治的機能」とは立法を中核とした機能で
ある。同じく「統治的」といっても，その内容は全く異なる。そもそも， Dahl 
における争点は，州委員会委員の選偲が公式の選挙の一環を構成する性格を有
するのかどうか(有すれば，ステイト・アクションとして修正一四条の適用が
ある)であるのに対し， Sailorsの争点は，郡教育委員会の職務の性質が統治
的であるのかどうか(統治的ならその委員の選任は選挙により行われなければ
ならず，その選挙の手続に修正一四条が適用される)であり，両者の争点は全
く異なる性格のものである。したがって， SailorsをDahlの先例とするのは
無理のような気がする。やはり， Dahlは Lynchの流れの中に位置づけられ
るべきであろう。しかし，本判決が Sailorsを先例と考えたことは，違った意
味で興味深い。というのは，本来は私的な団体であった政党を公的機関たる教
育委員会と向性格のものと見る無意識的態度がそこに表現されているように思
われるからであるω
(12) アメリカの判例には本選挙と予備選挙を区別しないで前者の先例に依拠して後者に
関する事件を判断しているものが多くみられるが，学者の論説にも同様の傾向がみら
れる。たとえば， R. P. Chambers & R. D. Rotunda， Reform of Presidential Nomi. 
nating Conventions， 56 Va. L. Rev.， 179，201 (1970)は，予備選挙に関する Gray
判決と州知事の選挙制度に関する Fortson判決を対比し，両者が整合性を有するの
かを問題としている。 Fortsonv. Morris， 385 U. S. 231 (1966)では， ジョージア州
知事の本選挙で過半数を獲得した候補者がいなかった場合には上位二者から下院が
選ぶという制度の合驚性が問題となった。下院議員の選挙制度には選挙区間の人口
数に不均衡が存在したために，外見上は有権者のー棄の価値に格差が生じているとい
う点でGray事件との類似性が窺えるのである。したがって，両者を同じ平面でとら
えれば，一方が違憲とされ他方が合意とされたことに整合性があるかが問題となりう
るのである。同様な傾向として， Notes， Presidentia1 Nominating Conventions: 
Party Rules， State Law， and the Constitution， 62Geo. L. Rev. 1621， 1645 (1974) 
は，予備選挙における不均衡問題を本選挙の不均衡判決とのアナロジーで捉えうると
論じているが，アナロジーが成立するかどうかがまず問題とされるべきであろう。し
かし，そうした点が特に強く窓議されていないことは，アメリカの予備選挙がアメリ
カ国民の意識の中では本選挙と不可分に結び付いて理解されており，もはや私的団体
の内部問題とは意識されていないことの反映であろう。また， Notes， Consitutiona1 
Safeguards in the Se1ection of De1egates to Presidentia1 Nominationg Conven. 
tions， 78Yale L. J. 1228， 1241-42 (1969)も， FortsonとSailorsを比較してL喝。
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c) Seergy v. Kings County Republican County Committee 
Lynchの流れに属する連邦の下級審判決をもう一つ紹介しておこう。
Seergy v. Kings County Republican County Committee(13)である。この事
件では，ニュー・ヨーク州における郡委員会委員に与えられた投票権の価値が
問題となった。ニュー・ヨーク州選挙法は，政党の郡委員会は郡内の各選挙区
から 2名ずつの委員を選出して構成し，各委員は自己の選挙区の党員数に比例
した価値の投票権を有すると規定していたが， しかし，他方で，郡委員会が特
別の規則で定めれば，各選挙区から選出される委員の数を2名を限度に増加す
ることができ，この制度安採用した場合には各委員の投票権は l票とすると定
めていた。要するに，各選挙区から選出される委員の数が同数の制度を採用す
るならば，各委員の投票権の価値は選挙区の党員数に比例し，委員の数が異な
る制度を採用すれば，各委員の投票権の価値は平等とすべきであるという考え
が基礎にあったと思われる。ところが，後者の制度を採用したキングズ郡の共
和党では，選挙区間の党員数の格差が大きすぎて，委員の増加数2名の範囲内
では委員 I人当り党員数を等しくすることはできず，委員定数配分の不均衡が
生じた。そこで，共和党員および郡委員会委員数名が，この党規則および党規
則の根拠となっている選挙法が一人一票原則に違反する旨の宣言判決を求めた。
何を違反と見るかについては，委員の増加数が2名までに限定されている点を
問題と見るのと，各委員の投票権の価値が選挙区の党員数に比例させられてい
ない点を問題と見るのとの両方がありうると思われるが，原告の主張の重点は
後者にあったようである。なお，郡委員会の職務権限は，基本的には郡レベル
の党の内部事務の遂行であり，例外的に，公職選挙の候補者が欠けた場合の補
充候補者指名とか，党員以外を党公認候補者に指名する場合の同意などの権限
を州法上与えちれていたO 連邦地裁は空言判決を認めたが，連邦高裁は
Lynchに依拠して次のように判示した。「……郡委員会委員の票が彼らの代表
する共和党員数に比例的に価値づけられるべきかどうかを決定するに際して我々
(13) 459 F. 2d 308 (2d Cir. 1972). 
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が従う基本的基準は，彼らの投票機能が，彼らの政治組織の私的事務の議行か
ら区別された，統治的公職の候補者指名なのかどうかである。政党は，私的集
団であるという理由だけで憲法上の制約を免れるわけではないが……(先例の
引用省略).・H ・，逆に，その内部的事務避行過程で行われる投票に一人一票原
則を適用するよう要求されているわけでもないJorこれらの原則を適用して，
我々は，平等保護条項は郡委員会の内部的事務運営の実行という郡委員会委員
の主要職責の潜行に際しての格護付き投票制度の採用を被告に命ずるものでは
ないと判断する。……しかしながら，郡委員会委員が公的選挙機能を果たす例
外的場合には…・・郡委員会は，平等保護条項により.r一人一票」原則を適
用することを要求される。なぜなら，このような場合には，疑いの余地なく，
州の公的選挙制度における不可欠な(integral)役割を果しているからである」。
「ゆえに，地裁の命令は，キングズ郡の共和党委員会が「選挙過程に不可欠」
な事項について行った投票の計算手続を無効と宣言した限りにおいて認容され
る。地裁の命令が，政党の内部事項に関して，あるいは，党公認候補者指名に
間接的にしか関係しない事項に関して郡委員会が行った投票に適用される限度
において，我々はそれを覆す」。
Lynchにおいては，公的選挙機能に関係する政党の行為についての判断は，
その事件ではいまだ問題となっていないとして回避されたが，ここでは判断が
なされている。これは.Lynchでは救済として差止判決が請求されたのに対
して，ここでは宣言判決のみであったということに起因しているようである。
(3) 小括
Gray判決は，州レベルの公職候補者の指名選挙(プライマリー〉を公式選
挙の過程の一部を構成するものと捉えてステイト・アクション性を認定し，一
人一票原則の適用を認めた。この結果，指名選挙が公式選挙とまったく同じに
扱われることになり，争点が投票権の保護に収敵され，政党の結社権について
は言及されるところがなかった。この点が，指摘しておくべき第一点である。
第二点は，この判決の射程である。かりに候補者の指名選挙が公式選挙のー
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部であるという認定が候補者の「指名」という点に着目してなされたとすれば，
党大会による候補者「指名」も同様にステイト・アクションということになろ
う。では，その党大会を構成する代議員の選出行為はどうなのか。同じくステ
イト・アクションとなるのだろうか。法廷意見が留保したのは，まさにこの点
であったと思われる。かりにこの選出行為にもステイト・アクションを認める
ということになれば， 3+1党大会の代議員選出を下級の党大会で行うことが多い
ことを考えると，この一連の過程のどこまでがステイト・アクションとなるの
か，その各段階に一人一票を要求するということが具体的にいかなる意味をも
つのか，という困難な問題に直面することになろう。だからこそ判断を留保せ
ざるをえなかったと思われるのであるが，また，判断を留保したために，下級
審がこの判決の射程が何かという問題に対処せざるをえなくなったのである。
しかも， Gray判決は，実はプライマリーの何に着目してステイト・アクショ
ンを認めたのかも明確にはしていない。候補者の「指名」ということが決め手
なのかどうかも必ずしも明確ではなL、。このことが，その射程の判断をより困
難にした。
たとえば，州法上，党内において選挙手続が用いられるのは，公職候補者の
直接的指名の場合に限られていない。多くの州で各級党大会 (conventions)
への代議員の選出はいうにおよばず，党役員の選出にも利用されている。
Gray判決は，こういった選挙手続すべてに適用されるものであろうか。下級
審判決の有力な動向としては，この判決の射程を公職の選挙に直接的に関係す
る選挙手続に限定する流れが目に止まる。この流れは，党内事項を処理する党
役員の選出手続と公職への党の公認候補者を指名する手続(あるいは，指名す
る権限を有する者を選出する手続〉とを院別し，前者は党の自律に委ね，後者
にのみ一人一票原則の適用を認めようとするもので，もともと Gray判決の論
理自体が内包するものであった。というのは， Gray判決がステイト・アクショ
ンを認めたのは，公職候補者の指名は選挙の一部をなすという理由によったの
であるから，判旨の適用範囲を直接的指名(プライマリー)以外に拡大するに
しても，公職候補者の指名に何らかの関係を有する場合に限定せざるをえない
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はずのものだったからである。そうすると，問題は，党内の選挙手続が(公職
の)本選挙の一環をなすといえるほどに密接な関係を候補者指名との関係で有
すると言えるのはどのような場合かである。本節で見た下級審判決が直面して
いた問題も，この点に関係していた。
しかし，本稿との関係でより重要なのは， Gray判決が全国党大会への代議
員選出手続にも及ぶのかどうかである。 Gray判決がかりに州党大会への代議
員選出手続に適用されるとしても，そこから直ちに全国党大会への代議員選出
にも適用されるということにはならなL、。 Grayのアナロジーを使う一つの筋
道としては，まず大統領候補者指名がステイト・アクションであると言うこと
が考えうる。大統領選挙は州ではなく連邦の行為であるから，その候補者指名
は正確にはステイト・アクションではなく「フェデラル・アクション」という
ことであるが，ともかくそう言えれば連邦憲法が適用されることになり，さら
に， Grayの拡張から，候補者を指名する全国党大会への代議員選出行為も公
式選挙の全過程の一部を構成するものとして連邦憲法の適用下にあると言える
ことになろう。しかし，全国党大会による候補者指名寄「フェデラル・アクシ窃
ン」と捉えることは，そう簡単ではなL、。というのは，一方で，全国党大会を
詳細に規律する連邦法というものは存在せず，他方で，指名会大統領選挙の一
部を構成すると言うにしても，その大統領選挙とは，制度的には，大統領選挙
人固による形式的な選挙にすぎず，指名が現実に作用を及ぼす選挙としての大
統領選挙人の選挙とはストレートには結びついていないのである。政党による
指名行為を公式選挙の一部と捉える背景には，その指名が公式選挙の結果を大
きく左右するという事実があったとすれば，焦点は形式的な選挙たる大統領選
挙人聞の選挙ではなく，大統領選挙人選挙との結びつきに当てられざるをえな
いが，この結びつきの説明が必ずしも容易ではないのである。
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E 全国党大会代議員選出手続の不平等をめぐる判例
(1 ) 論点の整理
本節 (II)と次節 (li)で扱うのは，大統領選挙の各党候補者を決定するため
に4年に一度開催される全国党大会 (NationalConvention)への代議員選出
に関連する諸問題である。アメリカにおける民主，共和二大政党の本拠は州に
あり，全国レベルの民主党および共和党は，独立性を有する各州の民主党，共
和党がいわば連合的 (federatif)に結合したものにすぎないといわれる(100
全国政党は政党として日常的な活動を遂行する組識的実体を備えていない。州
政党こそがそのような実体を有し，全国政党とは独立に各州内で政党活動を行っ
ている。つまり， この州政党は全国政党の指令の下に活動する「支部Jとは性
格を異にするのである。アメリカの政党がイデオロギーの実現よりは公職の獲
得を目的に発展してきたことを考えれば，州政党こそが政党の基本となったこ
とは驚くに当たらない。連邦議会議員や州知事といった政治の喪職は.1+を基
礎に選出されるからである。たしかに大統領は連邦レベルで選出される。しか
し，これとて，大統領を選出する大統領選挙人の選出は， l'十|に委ねられている
(合衆国憲法二条)。このように，重要な選挙はすべて州を単位に行われるので
あり，政党の組織化が州レベルを基礎に展開したのは，この現実に対応したも
のであった。しかし，大統領選挙そのものは，もちろん連邦レベルで行われる
のであり，この選挙戦に対応するには連邦レベルの政党組織が必要であった。
(14) cf. Reid P. Chambers & Ronald D. Rotunda， supra note (12)， at179， 181.こ
の著者は，全国政党は州政党の緩やかな連合(1ooseconfederation of state par-
ties)にすぎず，唯一全国党大会の時にのみ全国政党として団結 (unite)する，
と述べている。なお，州政党の独立性は，特に民主党において顕著にみられ.r民
主党においては，州政党は伝統的に自律的統一体 (autonomousunits)と考えら
れ，党大会は「主権的州からの代表遥の国際会議」と特徴づけられてきた」とL寸。
Comments， Cousins v. Wigoda: Primary Elections， Delegate Selection， and the 
National Po1itical Convention， 70Nw. U. L. Rev. 699，705 (2975). 
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そして，この要請に答えるのが全国党大会なのである。全国党大会の役割は，
大統領選挙に向けての党の政策と候補者を決定することである。したがって，
全国党大会は4年に一度大統領選挙のある年に開催され，この大会において，
全国政党が顕在化することになるのである問。
この全国大会は，各州政党が派遣する代議員により構成される。ここで扱う
問題は，この構成の仕方をめぐって生じた争いであるが，便宜上二つの局面に
分けることができる。一つは，代議員数の各州への配分の仕方に関する争いで
ある。各州政党が自党の全国大会に何人の代議員を派遣しうるかは，通常，前
回の全国党大会で決定された配分方式を基礎に決定される。この配分方式が不
平等ではないかというのが，そこでの争いであるが，この問題は次節で扱う。
もう一つは，州内においてこの代議員を選出する手続に関する争いである。各
州に配分された代議員をどのような手続で選出すべきかについては，その基本
jレールは前回の全国党大会で決められているが，細部については州政党に委ね
られている。ところが，ここで州政府が介入する。つまり，ほとんどの州で，
この代議員の選出方法が法律により規律されているのである。全国党大会その
ものに関する規制は，ナ1'の権限には属さない。全国党大会そのものは，州の範
囲を越えた活動だからである(16)。したがって，かりに法律により規制するとし
ても，連邦議会の権限ということになる(口)。では，なぜ代議員の選出に関して
(15) もっとも，最近では全国政党(特に全国共和党〉が農寓な政治資金の獲得に成功
し，全国党大会から次の全国党大会までの中間年にも政党としての組織的活動を常
時行うようになってきているという。
(16) cf. Donald D. Rotunda， Constitutional and Statutory Restrictions on Political 
Parties in the Wake of Cousins v. Wigoda， 53Tex. L. Rev. 935，950 (1975). 
(17) ただし，いままでのととろそのような連邦法律は存在しなL、。連邦議会が全国党
大会，より一般的には大統領候補者指名のプロセス，を規制する権限の根拠として，
次のようなものが唱えられている。まず第一に，最高裁の先例からの推論。最高裁
は， Burroughs v. United States， 290 U. S. 534 (1934)において， r連邦議会は，
大統領選挙の純粋さを保持するための固有の権力を有する」と述べ，政治団体に対
して大統領選挙に関する献金・支出の届出を要求した連邦法を合意としたし，また，
Oregon v. Mitchel1， 400 U. S. 112 (1970)では，大統領選挙に関して有権者年齢を
18歳に下げるとともに，居住要件を課したり，あるいは，有権者登録期限を選挙の
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は，州、|に権限があることになるのだろうか。この問題は，理論的には興味のあ
るところであるが，アメリカの判例・学説においては，私の知るかぎりあまり
問題にされていない(1九おそらく，アメリカの政党組織の中心が州政党にある
ということが，全国党大会への代議員の選出さえ州政党の問題であり，したがっ
て州政党の活動を規制する一環としてこの代議員の選出も当然規制しうると考
えるに至った背景となっているであろう O かりに全国政党が政党組織の中心で
あり，州政党はその支部にすぎないというあり方を示していたなら，支部から
の代議員選出過程を州法が規制しうると考えるには抵抗があったはずと思われ
るからである。ともあれ，現実に代議員選出過程は，州法により規定されてい
る。そこで全国党大会が定めた基本ルール，州政党の定めたルール，および州
法のさだめたルールの聞の抵触の問題，および，これらのルールと連邦憲法と
の聞の抵触の問題が生ずることになった。全国政党の立場としては，連邦憲法
の適用を受けるかどうかの問題をとりあえず別にすれば，州政党および州法の
Jレールに対しては全国党大会で定めた基本ルールが優先すると一貫して主躍し
てきたが，現実には，少なくとも 1960年代までは，抵触が生じた場合，州、!と
30日以上前に設定することを禁じた連邦法を合憲としている。第二に，修正一四
条第五節 cr連邦議会は，適切な立法により本条項を執行する権限を有するJ)を援
用することも可能。最高裁は，この条文に依拠して，識字能力テストCliteracy
tests)を廃止する連邦議会の法律を合憲としている CKatzenbachv. Morgan， 381 
U. S. 641 (1966))。第三に，全国党大会が州際取引に及ぼす影響を根拠に州際条項
を援用する ζ とも可能。 cf.Notes， One Person-One Vote: The Presidential Pri-
maries and Other National Convention Delegates Selection Processes， 24 Hast 
L. J. 257，258 n. 9 (1973); Notes， Judicial Intervention in National Political Con-
vention， 59 Cornell L. Rev. 107， 131 (1973); R. P. Chambers & R. D. Rotunda， 
supra not白(12)，at 179， 206. 
(18) 一般には，合衆国憲法第二条第一節(大統領選挙人の選出権を州に与えた規定)
を根拠とするようである。たとえば，ある論者は， r政党の権利は，時として，第
二条第一節により州に授けられた大統領選挙過程に対する州の権限に譲歩しなけれ
ばならなし、」と述べている CNotes，Presidential Nominating Conventions: Party 
Rules， State Law， and the Constitution， 62 Geo. L.J.1621， 1662 (1974))。
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正面から対立することは避けてきたという(ヘしかし，やがて，特に 1968年
以降，民主化の圧力の下に諸ルールの見直しを迫られるようになり，ルール聞
の抵触が裁判所でも争われるに至る。その場合に争いの中心的争点となったの
は，代議員数の配分における不平等問題であった。この問題は，論理的には，
まず全国党大会の定める各州への定数配分の不均衡問題として現れるが，これ
は次節の課題であるので問題の指摘にとどめて，ここでは立ち入らない。次の
問題は，各州内で採用された代議員選出方法が平等原則に従った内容になって
いるかであるが，選出制度の違いに応じて異なった現れ方をする。各州が採用
している選出制度は，基本的には，大統領予備選挙 (presidentialprimary) 
方式かそれ以外かに分けられる。大統領予備選挙方式においては，投票人は全
国党大会への代議員に投票するか，または，大統領候補者に投票するかのいず
れかの制度により，離を自党の大統領候補者とするかについての自己の選好を
直接的に表明する酬。この方式において争いの対象となったのは，得票数にお
いて勝者となった陣営が全代議員数を独占するという「勝者独占制J(win-
ners-take-all)が平等原則に連反しないかである。現在ではこの制度は全国政
党の定めるルールで禁止され，基本的には得票数に応じた比例配分制度が要求
されているが，かつては勝者独占制安採る州が少なからず存在したのである。
これは，大統領選挙制度自体において，各州で勝利した候補者がその州に与え
られた大統領選挙人を独占するという方式が採用されていることに影響されて
(19) たとえば， 1912年に民主党大会はユニット制の強情IJという長年の慣行を修正し
たが，これはオハイオナト|の新たな予備選挙法がこの制度を禁止したためであったし，
また， 1916年に共和党は代議員を congressionaldistrictで選出するよう要求す
るルールを改正したが，これは会州単位 Catlarge)での選出を規定するナ|・悼の衝
突を避けるためであった。全国党大会は，理論よはそのような州法を無視しうるが，
代議員は白川|の法律に拘束され，場合によっては責任を関われることになるため.
これを回避しようとしたので・ある。 Segal，Delegate Selection Standards: Demo-
cratic Party's Experience， 38Geo. Wash. L. Rev. 873， 874 and n.7 (1870); Notes， 
Judicial Intervention in National Political Convention， supra note (3)， p.115 n. 
50，52. 
(20) Notes， One Person-One vote: Th巴PresidentialPrimaries and Other National 
Convention Delegate Selection Processes， 24Hast. L. J. 257， 258 (1973). 
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採られたものと推測されるが，大統領予備選挙はいわば党内の問題であり，公
式の大統領選挙制度とパラレルである必然性はないのである。他方，大統領予
備選挙方式を採らない州においては，代議員は連邦議会もしく li，'I1議会の上院
議員選挙区を単位とする党大会 (congressionaldistrict conventions)によ
り選出されるか，あるいは，州党委員会 (stateparty committee)により選
出され，一般の投票人の参加は選挙区党大会への代議員の選出または党委員会
委員の選出に限定される (2九この制度の下では，全国党大会への代議員奇選出
する段階と一般投票人が選挙区党大会代議員もしくは党委員会委員を選出する
段階の両方で平等原則の問題が生じることになる。
問題の争い方としては，ニつが区別される。一つは， "十|における代議員選出
過程のいずれかの時点でその手続の差止，違憲宣言等を求めて出訴するもので
ある。これに関する判例は(2)で検討する。もう一つは，選出された代議員の資
格を争うもので，通常次の形で生じる。すなわち，まず党内の資格審査委員会
(Credential Committee)で争L、(違法・違憲の手続で選出された者には代
議員資格はないと主張)，この決定安裁判所に持ち込むという方法である。こ
のルートをたどった判例は(3)でR検討する。
いずれのルートで争いが裁判所に来るにせよ，そこで調整されるべき基本的
利害対立は，一方で政党の結社の自由であり，他方で投票人の実効的投票権で
ある。この調整の中に政党を純粋に私的な結社と見る見解と公的制度とみる見
解の対立が現れるのである。しかし，政党の結社性の考慮は，このような本案
(merit)の解決においてのみならず，それ以前の入口問題の判断にも潜入す
る。つまり，まず第一に，争いが修正一四条の平等原則違反の形態をとって提
示されるかぎり，裁判所は修正一四条を適用する前提としてステイト・アクショ
ンの問題を解決しなければならないが，この判断に政党の結社性の考慮が微妙
に影響を与えるのである。さらに，第二に，問題が政治的であるだけに，裁判
所にはこれを政治問題 (politicalquestion)として判断回避しようとする心
(21) Id.259. 
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理的圧力が働く。そして，この判断の中にも，政党の結社性の考慮が秘かに忍
び込むのである。このように，ステイト・アクションの法理や政治問題の法理
は，理論上は結社の自由とは異なる利益を対象としているが，実際には両者は
分かち難く交錯して現れるのであり，結社の自由との関連における政党の位置
づけに関心をもっ本稿においては，ステイト・アクションや政治問題につき裁
判所がどのような判断を示したかについても相応の目配りが必要となる。なぜ
なら，ステイト・アクションを否定し，あるいは，政治問題を認める判断の裏
には，理論上は本案判断であるはずの政党の結社性を重視する判断が潜んでい
る可能性があるからである。
(2) 裁判所への直接的出訴一州法と修正一四条のコンフリクトー
大統領選挙の候補者指名には，ジャクソニアン・デモクラシー以来，全閣党
大会方式が用いられてきた。それ以前は，連邦議会の各党リーダー達が会合す
るそれぞれの KingCaucusにより指名していたが，民衆の意見をより良く反
映するための改革として党大会方式が生み出されたのである。この大統領候補
者指名のための全国党大会方式は， 19世紀末から 20世紀初にかけての州レベ
ルの候補者指名に関するプライマリ一方式の進展の中でも生き残ったが， しか
し， 1960年代の選挙制度改革の荒波の中でようやくその非民主的なボス支配
的性格が問題視されるようになり， 1967年には，大政党に大統領候補者指名
のための会国党大会に代えて会国プライマリ一方式ぞ採用するよう求める憲法
改正が，上院で提案されるに至っている(制。要するに，各党がその大統領候補
者を全国レベルにおける党員の直接投票で指名しようというのであるω。この
憲法改正は実現しなかったが， 1968年の全国党大会改革連動を生み出す民主
化圧力のー表出と見ることができょう。
(2) Reid Peyton Chambers & Ronald D. Rotunda; supra note (12)， at179， 180. 
(23) もっとも，アメリカ合衆国が連邦制であり，大統領が連邦の大統領であることを
理由に，全国レベルの直接投票方式に反対する見解もある。すなわち，連邦の公職
としての大統領の選出には連邦制の要素が関与すべきであり，それが公式選挙にお
いては大統領選挙人団の制度に表現されているが，同様に候補者指名においてそれ
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全国党大会の改革運動は， 1968年の民主党全国党大会の紛糾を契機に始ま
る。これ以前には，全国党大会への各州代議員の選出方法には，基本的に三つ
が存在した(ω。一つは，プライマリーによる直接選挙，または，被指名候補者
についての選好投票 (preferentialprimary)とセットになった他の選任方法。
後者の選好投票にほ，その結果が代議員を拘束する場合と， ltなる参考にすぎ
ず代議員を拘束しない場合がある。拘束しない場合には，代議員の選任方法が
重要な意味をもつことになり，すぐ後で述べる第二あるいは第三の方法と同様
に機能することになる。二つは，州党大会による選任。この場合には，通常，
最下層の選挙区コーカス (precinctcaucus)から始まり，郡コーカス(郡党
大会)等を経て州党大会へと進む幾層かの階層構造を採ることが多いとはいえ，
選挙区コーカスが全党員に開放されている場合といない場合(党幹部による支
配)があるなど，具体的な形態は各州様々である。三つは，党幹部による任命。
党幹部とは，知事の職にある者， 1十|や地方の党議長，郡委員会など。州によっ
ては，これら三つの方法を組み合わせているところもあった。 1968年の民主
党全国党大会では，第一および第二の方法で選出された代議員数がそれぞれ約
40パーセント強，第三が約20パーセント弱であった。
1968年の民主党全国大会代議員選出過程で，選出手続の非民主的性格が問
題化した。というのは，候補者指名に名乗りを上げていたマッカーシーおよび
ケネディ上院議員が民衆の強い支持を得ていたにもかかわらず，その声は直接
的プライマリーを採用していなLサト|では代議員選出に反映されなかったからで
ある。そこで，マッカーシー氏の支持者が既存の選出手続を争う訴訟を提起す
るとともに，全国党大会の開催に際しては，その代議員資格審査委員会 (Cre-
を表現するのは全国党大会方式だというのである。 cf.Notes， Presidential 
Nominationg Conventions: Party Ru1es， State Law， and the Constitution， 62
Geo. L. J. 1621， 1646 (1974).なお，候補者指名のための全国党大会が全国政党にとっ
ての「制度的接着剤Jとしてもつ重要性を指摘して，全国単一プライマリーに反対
するものとして， R. P. Chambers & R. D. Rotunda， supra note (12)， at179， 181-2， 
212. 
(24) Id.， 182. 
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dentia1s Committee)で，問題のある州から選出されてきた代議員の資格を
争った。こうした動きに対応して，民主党全国委員会 (DemocraticNational 
Committee)はアイオワ州知事ヒューズ氏を委員長とする「大統領候補者の
民主的指名に関する委員会Jを設置して調査に当たらせた。この調査結果や代
議員資格審査委員会における争いの資料などから，既存の選出手続の実態があ
る程度明らかにされたが，たとえば次のような事例が報告されている倒。
ジ認ージア州の民主党規則は，州執行委員会議長が最近に指名された民主党知
事候補者の助言と同意の下に全国党大会への代議員を任命すると定めていたが，
他方で，執行委員の半数は議長が任命し，その執行委員会が議長を選出するこ
とになっていたから，議長は執行委員の任命を支配することにより長期にわた
り党を支配することができた。ノース・カロライナ州やルイジアナ州でも似た
ような状況が存在した。また，党委員会や党幹部が代議員を任命する州、|では，
彼らがその職に選任されるのは代議員を任命する 2-4年前であったから，代
議員任命時点での一般党員の意見を反映することは困難であった。同様のこと
は， ex officioに代議員となる全国委員会委員(各州， D.C.，テリトリーから
男女l名づっ，合計110名)についても言えた。 4年前に選任された彼らの任
期は全国党大会終了まで続く慣例だったのである。さらに，州党大会で代議員
の全部または一部を選出する州が32存在したが，そのうち 10州では州党大会
への代議員を地方の党幹部が任命した。一般党員が最下層の集会へ参加するこ
とが認められていた州でも，集会の日時，場所が明確に知らされていない州も
いくつか存在したし，また，州党大会に至るまでに何段階かの地方の党大会を
経なげればならず，州党大会での代議員選出に一般党員の意見を反映させるこ
とは必ずしも容易ではなかった。なお， 1968年の全国党大会で特に批判の対
象となった代議員選出方法に，いくつかの州で採用されていたユニット・ルー
ル (unitru1e)がある。これは，たとえば州党大会における郡からの代議員
団のような特定の単位 (unit)は，その全粟を当該単位(郡代議員団)の多数
(25) Id.， 185. 
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派の決定通りに投票するというルールである。このルールが採用されると，た
とえ少数派が代議員団に加わることが可能でも，その声はかき消されてしまう
ことになる倒)。
民主党の全国党大会代議員選出過程の不公正を争った連邦裁判所のいくつか
の訴訟のうち，判決にまで至ったのは2つだけである。ととでその判決および
同種の争点をもっ他の 2つの判決を簡単に見ておくことにする O いずれも下級
審判決であり，この文脈に属する最高裁判決は存在しなL、。
a) Irish v. Democratic-Farmer-Labor Party of Minnesota(27) 
ミネソタ州法によれば，政党組織の基礎は precinctcaucusesであり，州、|法
および州党中央委員会 (StateCentral Committee)の決定に従って州党議長
が発する「招集J(Call)に基づき毎偶数年の春に開催される。その任務は郡
党大会への代議員を選出することであり， precinct caucusesに出席した党員
は誰でも投票権を有する O 郡党大会は，最も近い過去の州レベル又は全国レベ
ル選挙で党公認候補者に投じられた当該郡の票 l千葉毎に 1名の州党大会代議
員を選出する。ただし，各郡は最低でも 6名の代議員を配分される。連邦議会
選挙区党大会 (CongressionalDistrict Conventions)は，当該選挙区内の郡
で選出された州党大会代議員，および，州レベルで選任された州党大会代議員
のうち当該選挙区在住の者により構成される。この党大会は，大統領選挙の年
には当該選挙区に配分された数の全国党大会代議員を選出するが，その選出は
州党大会による承認を必要とする。
(26) 1968年の民主党全国大会は，あらゆるレベルにおけるこのルールの使用を禁止
することになるが，その結果，代わりに多数派が代議員を独占する政策をとれば，
少数派の声が反映されないという問題は改善されない。 cf.John R. Schmidt and 
Wayne W. Whalen， Credential Contests at the 1968 -and 1972 -Democratic 
National Conventions， 82 Harv. L. Rev. 1438， 1458 (1969).ゆえに，代議員団の
構成を比例的にする改革とセットにされてはじめて意味をもつことになろう。しか
し，これは，突き詰めれば，大統領予備選挙において「勝者独占制」を使うことを
禁止する意味をもっCid.at 1458-59)。まさにこの点が，後に見る O'Brien判決で
争われることになるのである。
(27) 287 F. Supp. 794 (1968) 
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この規定に基づき， 1968年の大統領選挙に際して， ミネソタ州民主党(正
確には，農民労働者民主党と呼ばれるが，全国レベルでは民主党に加盟してい
る)においては， 87の郡のうち 55の郡が， 1千票に 1名の基準では代議員数6
名に達しないにもかかわらずI 6名を肥分された。この結果，最大格差は6対
lに達した。そこで，何人かの党員およびコーカス等への参加者が党，党幹部，
党大会代議員を相手に全国党大会への代議員選出を無効と宣言し，その代議員
が全国党大会に参加すること安禁じ，新たに代議員号奇を選出するための党大会を
召集するよう命ずる判決を求めて出訴した(ω2四紛8副〉
本案前の問題として，当然，党の全国党大会代議員選出行為がステイト・ア
クションを構成するのかどうかが解決されなければならない。全国党大会が大
統領候補者指名のための大会であることを考えれば，全国党大会による候補者
指名は当然大統領選挙と不可分一体であり (Gray判決参照)， したがってま
た，その大会への代議員選出行為も大統領選挙の一環をなすものとして Gray
の延長上に位置づけうるように見える。しかし， Gray は州の選挙に関するも
のであった。これに対し，大統領選挙は漣邦レベルの選挙であり，全国党大会
も介|レベルを越えた存在である。たしかに，全国党大会への代議員の選出行為
は州レベルの行為である。しかし，問題は，この州レベルの政党の行為が何か
らステイト・アクション性を獲得するのかである。州レベルの政党の行為にス
(28) 原告の主張は，土述の不均衡が一人ー票原則に違反するというもののほかに，次
の2点を含んでいた。①会国民主党大会へのミネソタ州からの代議員数は全国民主
党機関の決定により 50名が配分されていたが(この配分方法に問題がないかどう
かは，次項で見る課題である)， ミネソタ州民主党はこれを8つの連邦議会選挙区
に5名づっ配分した(合計40名)。しかし，選挙区間に党員投票者数のかなりの不
均衡が存在した (3.8対6.1)から，この配分は一人一票原則に反する。②ミネソタ
州民主党は，全国党大会への代議員を全州レベル Catlarge)で20名選出した。
連邦議員選挙区党大会で選出された 40名はすべて州党大会で承認されたから，都
合60名が選出されたことになる。ところが， ミネソタ州に配分された数は 50名で
あるから，このうち何人かそ2分の l票しか行使しえないとした。これは一人一票
原則に反する。この主張に対し判決は，①については，最終的決定権が州党大会に
あるから，選挙区への配分は定数不均衡の問題を提起しないと判断した。また②に
ついても，一旦選ばれた代議員がいかなる重要度の地位，ポストを与えられるかは，
一人一票原則の問題とは関係がないと判断した。
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テイト・アクション性を認める論理としては，①州法による詳細な規制と②州
レベルの選挙の一部をなすという 2つが存在した。したがって，全国党大会へ
の代議員選出手続が①によって説明できるならば，問題は比較的簡単となる倒。
しかし，大統領候補者指名手続に関しては， 1'1'1レベルの政党組織は全国党大会
の下部組織としての意味をもつのであり，全国レベルの党規則と州法との関係
が問題となりうる。もし党規則が優先するならば，たとえ州レベルで詳細な規
制を行っていても，それを理由にステイト・アクション性を認めうるのかどう
か問題となろう。しかし，党規則と州法の関係は後に詳しく検討する課題なの
でここでは立ち入らなL、。他方，②による説明は，大統領選挙についてはその
まま使うことはできない。大統領選挙は「連邦の行為Jであって「州の行為J
ではないのであるo もちろん，連邦の行為には合衆国憲法が適用される。しか
し，それは修正一四条のステイト・アクションの問題ではない。
このように，本事件におけるステイト・アクション論は興味ある問題を提起
するが，判決はこれに対する判断を回避する道を選んだ。ステイト・アクショ
ン論に立ち入らなくとも，本案上の理由で原告の主張を退けうると考えたから
である。その理由として3点を挙げているが，最も重要なものは次の点である。
すなわち， I本件では，いずれにせよ， (憲法上の)要請は，すべての民主党員
投票者に precinctcaucusレベルでの『一人一票』を賦与することにより満た
されているのであり， (郡レベルでの州党大会代議員数の〉不均衡配分は憲法
違反という問題でもなければ，裁判所が介入すべき問題でもないと，当法廷は
考えるJ，というのである。要するに，一人一票原則が適用されるのは，最下
層における投票についてのみだという解釈である。それより上のレベルでの選
(29) もっとも， White Primaries判例の中には州法による詳細な規律を理由にステ
イト・アクションを認めたものもあったが，州、|法による規律だけを理由にステイト・
アクションを認めうるかについては批判的な学説の方が有力である。つまり，升除去
による規制が単に政党の自由を制限する意味しかもっていないような場合には，そ
のことを理由に政党の行為をステイト・アクションと認めることには無理がある。
少なくとも，リ十|法による規制が政党に何らかの特権もしくは利益が賦与する意味を
もつものである必要があるというのである。この点については，高橋・前掲注(1)，
281頁以下参照。
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任は選挙ではなく，ゆえに政党の内部問題だという捉え方になる。なお，控訴
審判決酬も，これをほぼそのまま追認している。「……ミネソタ州の農民労働
者民主党の 1968年 precinctcaucusesが，州法上も実際上も，一人一票原則
を尊重したことは，控訴人も認めるところである。かくして，同党の郡党大会
への代議員の precinctcaucusesでの選任に対しては，異論は唱えられていな
い。不均衡配分に至る行為がなされたと主張されているのは， precinct cau-
cusesを鵡えた郡，選挙区，州党大会のレベルについてなのであるJor裁判所
は，一般にかっ一貫して，党の内部運営に干渉することには消極的であった。
Lynch v. Torquato， 343 F. 2d 370 (3 Cir. 1965) .・H ・Jr我々は，端的に， pre-
cinct caucusレベルより上には， ここで主張されている不均衡配分に憲法上
の意義を有するものは何もないと判示する。 precinctレベルでなされたこと
は，一人一票原則と完全に一致していた。その後に起こったことは，選挙人間
としての民衆の聞の不均衡配分の産物ではない。……我々は，一人一票原則を，
選挙民を越えて，適正に選挙された者による決定にまで及ぼすことはしない。
少なくとも，本件の事実母碁礎にしてはしない。裁判所がそのようなことそ行
えば，選挙された郡党大会代議員に授けられた権限の行使に不当に干渉するこ
とになる，と我々は結論する。このことは，政党構造についても，伯の選挙さ
れた公職者についてと同様に当てはまるのであるJ，と。要するに，裁判所に
は，本件が，有権者に選挙された議会議員による投票(任命〉に一人一票原則
の適用があるかという問題と同じに映っているのである。そのために， Sail-
ors v. Board of EduC<31l.および Fortsonv. Morris(32)が依拠すべき先例とし
て引用されている倒。
(30) lrish v. Democratic-Farmer-Labor Party of Minnesota， 399 F.2d 119 (8th Cir. 
1968). 
(31) 387 U. S. 105 (1967). 
(32) 385 U. S. 230 (1966). 
(33) Notes， One Person-One Vote: The Presidential Primaries and Other National 
Convention Delegates Selection Processes， 24Hast. L. J. 257， 270 (1973)もこの
二つの先例に依拠するのは誤りであると論じているが，その理由は，公式の選挙に
関する判例は予備選挙に関する事件の先例にはならないということみは別のところ
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b) Smith v. State Executive Committee of Dem. Party of GA(34l 
ジョージア升|法は，先述のように，政党の州中央委員会に代議員選任方法を
定める権限を授けており，これに基づいて，ジョージア州民主党規則は，州中
央委員会議長が最近の民主党公認州知事候補者の助言と承認を得て全国党大会
代議員を任命すると定めていた。他方で，郡委員会は一般党員の投票で選出さ
れ，州中央委員会の半数はこの郡委員会委員により選出されるが，残りの半分
は州中央委員会議長が州知事候補者の助言と承認の下に任命することとなって
いた。本件はこの制度の合憲性を争ったものである。連邦地裁は， ["政党の内
部規則若しくは運営に関して裁判権が存在するとした既知の先例は存在しなb、」
と述べた後(ベ「裁判権が存在すると仮定して論ずるとすれば，平等保護は，
①一般党員により選挙された中央委員会によってか，あるいは，②開放的党大
会 (openconvention)，あるいは一般党員により選挙された代議員に限定さ
れた党大会によってかのいずれかにより与えられるであろう」と言L、，そのよ
で，規則制定に関係した 1966年の州党大会は事実として「開放的党大会J(参
加を欲した者がすべて参加しえた)であったと認定した。本件では，全国党大
会代議員の選任方法を定めた党規則が問題となっていたが，裁判所は，真の争
点は規則の内容が平等保護条項に反していないかどうかではなくて，規則を定
に求められている。すなわち， Fortsonの判旨は，ジョージア州議会は再配分命令
が発せられるまでは行為権限を有しているという事実に根拠をおいているのであり，
第二段階レベルにおける不均衡安許容したわけではないし，また， Sailors判決は
郡教育委員会が立法的ではなく本質的に行政的な職務を行っているということを重
視しているから，行政的性格とはみなしえない大統領候補者指名については説得的
でない，というのである。ここにも，予備選挙を公式の選挙と同視する見方が反映
されている。
(34) 288 F. Supp. 371 (1968). 
(35) ステイト・アクションについては，先例は人種差別および州の機能 (functions
of the state)に関するものであり，政党の機能に関するものではないとし，さら
に，裁判所はもう一つの rpolitical thicketJに立ち入ることには消極的であった
し，今でもそうであると述べて政治問題の法理の適用を示唆している。但し，先例
のーっとして Lynchを引用しており，政党の内部問題には立ち入らない(これ
は理論上は結社の自由の問題であろう)あるいは政党の内部問題はステイト・アク
シ冒ン安構成しないという理論と政治問題の理論とが明確には区別されていない。
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める権限を有する機関に一般党員の声が平等に反映されていたどうかであると
考えたようである。しかし，この両論点は別個のものであり，後者に答えたと
しても，それは前者に対する答えにはならないように思われる。しかし，判例
の中で説明はされていないが，おそらく，後者が満たされた場合には，前者に
ついては lrishの論理により規則の定める選任手続には-人ー票原則の適用は
ないということであろう。
c) Maxey v. Washington State Democratic Committee側
この事件は 1968年の党大会後に提起されたもので， 1968年全国党大会のみ
に関連した事件ではないが，同種の争点を扱っているのでここで紹介しておく。
ワシントン州法は，政党に対し州党大会および全国党大会への代議員を選出
する等の権限を授権し，党大会にはプライマリーで指名すべき候補者以外の候
補者を指名する権限を認めていた。この授権に基づき，民主党の1+委員会は州
および全国党大会代議員の選出方法を次のように定めていた。まず， pre-
cinctsのコーカスに参加した党員が郡党大会への代議員を選出し，郡党大会
が州党大会への代議員を選出する。この州党大会代議員は，チN党大会に先だっ
て連邦議員選挙区コーカスを開催し，そこで全国党大会への代議員を互選する。
州党大会はこれらの全国党大会代議員選出を承認するとともに，全州レベルで
選出すべき全国党大会代議員を選出する。なお，州党大会は州委員会により，
郡党大会は郡中央委員会により，組織(代議員数配分，召集等〉される(町。
本件は， 1968年の民主党全国党大会へのワシントン州からの代議員であっ
た者および郡委員会委員である者達が，民主党州委員会を被告に，投票権侵害
に対する公民権法上の救済を求めた事件である。州委員会は一定の基準に従っ
て郡の政党組織に州党大会への代議員数を配分するが，その配分が不均衡なも
(36) 319 F. Supp. 673 (1970). 
(37) この州委員会の構成の仕Jむの合意性を争ったのが，本件の companioncaseで
ある Dahlv. R巴publicanState Committee， 319 F. Supp. 682 (1970)である。前
述参照。
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のであることについては当事者に争いはなく，原告の基本的な主張は，一人一
栗原則はプライマリー制度に対すると同様に党大会制度にも適用される，とい
うことにあった。判決は，まず最初，入口問題につき司法判断適合性(政治問
題，原告適格，ムートネス〉を欠くという主張を退けた後，ステイト・アクショ
ンの問題につき， 1"党の候補者を指名するための州党大会手続と公職への党の
候補者を指名するプライマリー選挙制度の聞の類似は極めて強力であるから，
次の先例がステイト・アクションの要請会解決すあものと考える」と述べ，そ
の先例の一つに Gray判決を引用している。しかし， Grayとの類似が無理な
く説明できるのは，州レベルの公職選挙の候補者を州党大会で指名する場合で
あり (Grayでは，それをプライマリー選挙により指名する場合が問題になっ
た)，全国党大会への代議員選出手続にまでGrayを拡張するには，より綿密
な説明が必要ι思われるO この点は既に述べたとおりである。ともあれ，判決
はこれらの人口問題を原告に有利に判断した後，本案の問題に入るo本案に関
しても判決は「本件は Gray判決……において最高裁が留保した問題，すな
わち，一人一票原則は，候補者指名のためにプライマリー制度に代えて党大会
手続が用いられたときにも，適用されるのかという問題を提起している」と捉
えるが， この捉え方に関しでも同様の疑問が残る。たしかに， Grayは党大会
による候補者指名の場合の判断を明示的に留保した。しかし，それはあくまで
も州レベルの公職候補者の指名に関してである。本件で問題となっているのは，
公職ではなくて全国党大会への代議員の選出てvある。この代議員の選出につい
て，プライマリ一方式(党員による直接選挙)と党大会方式とがありうる。そ
して，もしプライマリ一方式に一人一票原則が適用されるとしたなら，党大会
方式にも適用があるのかという問題ならば， Grayが留保した問題というアナ
ロジーも成り立っかもしれない。しかし，問題は代議員の選出にプライマリ一
方式を採用した場合に，一人一票原則が適用されるかどうかである。 Grayか
ら直ちに適用ありということにはならない。 Grayでは公職候補者の指名が問
題となったのに対し，ここでは政党の全国大会への代議員選出が問題となって
いるにすぎないからである。たしかに，この全国党大会は大統領候補者を指名
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する。この点に着目すれば，この党大会への代議員の選出手続に一人一票原則
が適用されるかどうかは，州レベルの公職候補者を指名する州党大会への代議
員選出手続に一人一票原則が適用されるかどうかと同じ問題となるようにみえ
る。しかし，同じだと言うためには，連邦レベルでの候補者指名と大統領選挙
の関係と，州レベルでの公職候補者指名とその公職の選挙の関係とがパラレル
な関係にあることの論証が必要である。ところが，大統領選挙においては，州
レベルの公職の選挙と異なり，全国党大会で指名された候補者に有権者が直接
投票するわけではない。大統領選挙は，制度的には間接選挙であり，有権者が
投票するのは各州における大統領選挙人に対してなのである。したがって，裁
判所としては，このような制度的枠組みを前提にして，両者がいかなる意味で
パラレルに理解しうるかを説明する必要があったと思われる。しかし，ともあ
れ，判決は本件を党大会方式にも一人一票原則が適用されるのかどうかの問題
であると捉え，次のように答える。「もし大統領候補者あるいはそれを指名す
る全国党大会代議員がワシントン州においてプライマリーにより選出されるな
らば，地理上の居住地を理由にある投票者に他の投票者よりも大きな発言権を
与えるような価値格差っき投票制度は恋意的で不法であり，修正一四条の平等
保護条項に反するであろう。 Gray判決参照・…・・。同様の選挙権剥奪的結果を
連成するのにプライマリーではなく党大会制度が用いられたとしても，違いの
あろうはずがなLづ。「逆の結論を採るとすれば， Grayで宣言された一人一票
原則の回避が， Grayで判断の対象となったプライマリーによる指名制度に代
えて格差っき投票制度 Cweighted-voting)あるいは不可分的投票制度 Cunit-
voting)を伴った党大会を採用するだけで，可能となってしまおう。極めて
重要な原則がこのように回避されることを長く黙認することは，到底できないJ，
と。このようにして，州党大会方式による全国党大会代議員選出手続にも，大
統領選挙の構成部分として一人一票原則が適用されることを認めた後，判決は，
次の問題として，この全体としての大統領選挙過程が一体どの時点から開始す
るのかを判断する O そして， iこの過程は，州委員会が州党大会への代議員を
配分するときに開始する。まさにこの瞬間において， Grayの拘束と一人一票
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原則が，配分が一定の合理的な人口的基礎に基づいてなされるよう要求する」
のであり，同じことが郡中央委員会による郡党大会への代議員配分にも妥当す
る，と判示している。さきに見た lrishおよびSmithにおいては，最下層の
precinctレベルで一人一票原則が守られていれば修正一四条の要請は満たさ
れるとされたが，ここでは「代議員選出の各段階が，最終的には全国党大会代
議員の選出，そしてすぐ後の大統領選挙人の選出へと至る全体として一体的設
計図の一部分」であり，一人一票原則はその全ての段階に適用されねばならな
いとされている。そうでなければ，上部の党大会の構成に不均衡を導入するこ
とにより最下層で確保された一人一票原則を形骸化してしまうことが可能とな
るからである。このように一人一票原則の適用を肯定した後，判決は本件の不
均衡を正当化する理由の有無の検討に向かう。この場面でも，当然，結社の自
由が重要な考慮要素に入ってくるはずであるが，判旨は十分な検討を行うこと
なく，被告の提起した強い党組織の建設の必要という正当化を，それは他の方
法でも実現できるとして退けている。
d) Doty v. Montana State Democratic Central Committee(38) 
モンタナ州の民主党組織は，ナト|法および党規則により次のように定められて
いた。まず中央黍員会については，最下層の各precinctが男女 l名づつの郡
中央委員会委員を選出し，さらにこの郡中央委員会が男女 1名づつの州中央委
員会委員を選出する。そして，州中央委員会はこの委員と exofficioのメンバー
によって構成される。他方，党大会に関しては，全国党大会代議員を選出する
州党大会が最も重要であるが，この州党大会への代議員も都中央委員会により
選任される。なお，郡に配分される代議員数の不均衡は， 1970年の統計によ
れば最大 l対8に及ぶと予想された(ただし， この数字は党員数ではなく
1968年知事選挙における民主党得票数を基礎にしたもの〕。郡中央委員会のそ
の他の権限としては，プライマリー選挙と本選挙の聞に生じた候補者欠員の補
(38) 333 F. Supp. 49 (1971). 
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充に関するものが重要である。本件は，モンタナ州のある民主党員が一人一票
原則を党が遵守することを求めて提起したものである。裁判所は， Maxeyに
依拠して司法判断適合性およびステイト・アクションの存在を認めた後，州民
主党に対し「選挙職への欠員を補充するために候補者を指名するに際して，あ
るいは，大統領候補者指名の全国党大会への代議員選出に参加する代議員を選
出するに際して，一人一葉原則に反するL、かなる方法も用いてはならない」と
命ずる判決を下した。
この判決も，州レベルの公職候補者の指名と全国党大会への代議員の選出を
同じに扱っている。しかし，両者は性格を異にするから別個の正当化を必要と
するであろう。
(3) 代議員資格の争い一全国政党のルール凶|法とのコンフリクトー
各党の全国党大会代議員選出手続を巡る訴訟には，前述のように二つの種類
が区別できる。一つは，州法および州政党規則の定める選出手続が連邦憲法に
違反するという争いであり， (2)で見た判例がこれに当たる。この類型の訴訟に
は，最高裁判決は出されていない。もう一つは，全国党大会の代議員資格審査
委員会 CCredentialCommittees)の決定を争う形で，各"1・|の代議員選出手続
を争うものであり，それがここで扱う問題である。代議員資格審査では，各州
で選出された代議員が金同政党の規則により要求された資格を満たしているか
どうかが問題となり，その資格要件のーっとして一定の手続により選出される
ととが要求されているととがあるのである。したがって，ここでは州法(およ
びそれに基づく州政党規則)の定める手続が全国政党が定めた要請を満たして
いるかどうかが問題となる。州法と全国政党規則が対立するのである。そこで，
①州法に対して全国政党規則が優位するのかどうか，②優位するとして，その
規則は合衆国憲法に違反していないかどうかが争点となる(目〉。もちろん，その
(39) Credentials Committeeでの争いには，次の三つの形がrx:別できる。第ー は，
代議員選出が州法あるいは州政党規則の定めに反した手続で行われたと主張する形
である。しかし，このような主張は，めったに受け入れられなかった。なぜなら，
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前提として資格審査委員会の決定がステイト・アクションを構成するかどうか
の問題がある。
アメリカの政党は州を基礎に組織されており，全国レベルの政党組織は州政
党の緩やかな連合という性格が強い。したがって，全国政党が州政党を統制す
るということは，伝統的にはほとんどなく，全同党大会の州政党に対する優位
とL寸建前にもかかわらず，州政党の独立性は極めて強かった(叫。民主党にお
いても，全国党大会が州政党を統制し始めるのは 1956年のことであったとい
うω九その背景となったのは， 1948年の大統領選挙であった。この選挙で南
部諸州の民主党の全国民主党に対する「忠誠JCloyalty)問題が劇的な形で提
起された。大統領選挙(正確には大統領選挙人選挙〉の投票用紙に記載された
「民主党選挙人」候補者名簿に，民主党全国大会で指名されたトルーマン候補
ではなくサウス・カロライナ州知事サーモンドを推挙する者達が載せられてい
たからである。そこで 1952年の全国党大会で激論の末，全代議員に忠誠宣誓
義務を課すことになった。代議員は，自州の大統領選挙人に対し全国党大会指
名候補者を支持することを替わせるよう努力する旨の軍曹をしたのである。さ
らに， 1956年以降の全国党大会で二度と忠誠問題が生ずるのを避けるために，
Credentials Committeeには，州法や升|党規則の解釈にかかわる争いを解決する
能力も時間的余裕もなかったからである。 cf.John R. Schmidt and Waybe W. 
Whalen， supra note (26)， at1446-47.第二は，升|法あるいは州党規則が連邦憲法
もしくは州憲法に違反していると主張する形である。しかし，この主張も， Cre-
dentials Committeeには取り上げる価値のあるものとは映らなL、。なぜなら，
Credentials Committ明あるいは全国党大会には，憲法規定を実施する義務はな
いし，また，人積差別の坊合を除いて，難しい憲法解釈を行う能力にも欠けるから
である。 cf.id. at 1448.なお， HI法が連邦憲法に反しないかどうかの争いは，通常，
Credentials Committeeで提起されるよりは， (2)の類型の争いとして出て来るで
あろう。第三は，介|法あるいは州党規則が全国政党規則に違反すると主張する形で
ある。全国政党にとっては，結局この問題こそ最も関心のあるものということにな
るが，この前提として，全国政党の規則が州法，州政党の規則に優先するという原
則が承認されなければならない。その上で，全国政党規則と合衆国憲法との関係が
問題となるのである。
(40) もっとも，民主党と比べれば，共和党の方は全国党大会の州政党に対する優位を
より強力に主張してきたとL寸。 Segal，supra note (19)， at873， 875-6. 
(41) Id. at 876. 
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1952年選挙後に民主党会国委員会はこの問題を検討するための委員会を組織
し，その委員会の努力の結果 1956年以降の全国党大会招集書 (Call)に忠誠
要求(loyaltyrequirements)が書き込まれることとなった。したがって，
代議員資格審査委員会ではこの忠誠要求を碁礎にした審査が行われることとなっ
たのである (4九たとえば， 1968年の資格審査では，アラパマ州民主党選挙人
名簿にウォラス候補支持を誓った者が含まれていたので問題となったω。しか
し，忠誠問題は代議員選出手続とは性格安異にする。選出手続に関して資格審
査問題が生ずるのは， 1964年全国党大会に際してのミシシッピー州における
人種差別を巡ってである。ミシシッピーにおいては黒人が選挙人登録をし党務
に参加することから差別的に排除されているとの主張がなされ，これが「借義
誠実なJ(bona fide)民主党員からなる代議員団を送るべきこと(これは忠誠
要求の一項目である〉を命ずる「招集書」に反するから代議員資格安欠くと攻
撃されたのである。この争いの蚤協的解決の結果，以後の招集書には， r州民
主党は，民主党全国大会への代議員を選任し届け出るに際し，ナト!の投票人が人
種，体色， 1雷条ちしくは国籍にかかわりなし党務に完全に参加する機会ぞも
つことを保障する，とここに約束する」という内容の人種差別禁止条項を挿入
することに決定した〈叫。これにより，選出手続における人穣差別が代議員資格
要件として審査の対象となることになったのである。しかし，忠誠問題といい，
人種差別的手続といっても，非難の対象は南部諸州に限られており，それほど
大きなインパクトをもったわけではない。
選出手続に関する大転換をもたらすことになるのは， 1968年の全国党大会
に際しての代議員選出手続の非民主的性格を理由にする資格審査申し立てであっ
た。かかる資格争議が生じた背景としては，合衆闘最高裁による定数不均衡判
決の展開があったのはまちがいない。しかし，より直接的には，党機構を支配
するハンフリー候補支持派が従来の非民主的手続(たとえば，少数の党役員に
(42) lohn R. Schmidt and Wayne W. Whalen， supra note (26)， at1440-41. 
(43) Id. at 1442. 
(44) Id.， 1450. 
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よる代議員の任命，ユニット・ルールによる少数派の排除，コーカスの秘密招
集等)を利用して一般党員に多かったマッカーシ一候補支持者が代議員を獲得
するのを阻止したためであった。しかし，全国党大会招集者には民主的手続を
明示的に要求する文言がなかったので，人種差別的手続を理由とする資格審査
請求以外はすべて拒否された。そのかわり，資格審査委員会は民主的選出手続
を要求する文言 cr州民主党は，民主党全国大会への代議員および補欠を選任
し届け出るに際して，当該州、|の全民主党員が代議員および補欠の選出あるいは
選任に完全に参加する有意味かっ適時 Cmeaningfu1and timely)の機会をう
ること保障することをここに約束するJ)を1972年全国党大会招集書に挿入す
るよう提案し，全国党大会により採択された。しかし，この文言が具体性を欠
くことに不満をもった規則委員会 CRulesCommittee)の少数派は，全民主
党員が「完全かっ適時JCful1 and timely)の参加機会を与えられた手続で代
議員が選出されることを保障し，より具体的に次のニ点を要求する内容の文言
を1972年全国党大会招集害に加える提案を行った。すなわち，①代議員選任
過程のいずれの段階においてもユニット・ルールを使用してはならない，②代
議員が全国党大会の開催される年度内に公衆参加に聞かれたプライマリー，党
大会もしくは党委員会手続により選任されることを保障するようあらゆる可能
な努力がなされなければならない，という要求である。そして，この提案も全
国党大会で小差であったが採択された倒。「これらの新ルールの採択の大きな
意義は，全国党大会への代議員選出方法は州政党および州議会の決定に委ねら
れているという伝統的な観念を全国党大会が拒絶したことにある。この『州主
権』の観念は， 1964年に全国党大会が，州民主党は完全な人種的平等を遵守
し，必要ならば州法と州党規則を改正することを要求したとき，ある程度は放
棄された。しかし， 1964年の決定は比較的少数の州に影響しただけである。
これに対し， 1968年の新たな『民主的選任』ルールは，多くの州に対し，そ
の選任手続を改革するか，あるいは， 1972年の全国党大会でその代議員団が
(45) Id.， 1454-56. 
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資格を否認される危険をおかすかのいずれかを要求しているのであるJ<ヘ
ここでの問題の焦点は，この新ルーlレと州法の対立なのである。つまり，州
法に従って選任された代議員は，ナト|法の定める手続が新ルールに違反するとさ
れた場合，資格を失うのかどうかである。この新ルールの適用を巡る争いが
1972年の全国党大会に際して資格審査委員会に提起された(47)。以下に，これ
に対する資格審査委員会の決定をめぐって生じた事件を検討しておきたい。
a) O'Brien v. Brown(48) 
この事件は，カリフォルニアナ1':l3よびイリノイ州からの代議員の資格審査に
関するものである。まず，カリフォルニア州法は，全国党大会代議員選出方法
として，勝者独占 (Winner.take.aU)方式のプライマリーを採用していた。
つまり，一般党員の投票で相対多数を獲得した候補者が州からの全代議員を独
占するという方式である。この規定に従い， 1972年 6月に行われたプライマ
リーでマクガヴァーン候補は約 43パーセントの得票で全代議員 271名を獲得
した。これに対し，かかる制度はマクガヴァーン委員会のガイドライン(その
b-6項は，代議員選出の各段階で少数派の意見が代表されるよう求めていた〉
に反するとしてω(もっとも，この主張は，後に， 1968年全国党大会の決議
(46) Id.， 1456.なお，新ルールを具体化するための委員会が， 1969年2月に民主党全
国委員会議長のハリス上院議員により任命された。委Q長は最初マクガヴァーン上
院議員であったが，後に， 1971年，マクガヴァーンが大統領選挙の候補者となる
に及んで， フレイザー下院議員に引き継がれた。このマクガヴァーン委員会が
1970年4月に発表したガイドラインを，民主党全国委員会は 1971年2月に採択し，
それを 1972年全国党大会招集書に取り込んだ。
(47) 1972年民主党全国大会に際しての代議員資格争訟に関して詳しくは， See， Rob-
ert S. Raymar， ludicia1 Review of Credentia1s Contests: The Experience of the 
1972 Democratic Nationa1 Convention， 42 Geo. Wash. L. Rev.1 (1973) 
(48) 409 U. S. 1 (1972). 
(49) ガイドラインの b-5項には， r代議員選出のいかなる段階においてもユニット・
ルールの使用安禁ずる」旨の規定がおかれていた。そこで，勝者独占方式もこの
ユニット・ルールのー形態として禁止されるとの主張もなされたようである。
Raymar， supra note (47)， at4. しかし，ユニッ卜・ルールと勝者独占方式とは同
じではなL、。ユニット・ルールとは代議員団に対し全員が一致した投票を行うよう
求めるルールである。代議員団自体は少数派も含まれているが，その少数派も投票
-37ー
法科大学院論集第 10号
に反するという主張に変更された。ガイドラインは大会決議の具体化であると
いう理解からと思われる)，資格審査委員会に争いが提起された倒。資格審査
委員会はこの主張を入れて，各候補者の得票数に比例して代議員数を割り当て
る決定を行った(5九その結果，プライマリーで選出された 271名のうち 151名
が代議員資格を剥奪されることになった。そこで，彼らは，この決定が適正手
続に反するとして連邦裁判所に訴訟を起こしたが，地裁では敗訴し，控訴した。
争点は，上記全国党大会決議およびそれを具体化したガイドラインが勝者独自
に際しては多数派と同一内容の投票をしなければならない。それゆえに，少数派の
良心の自由奇侵害するという理由で禁止されたのである。これに対して，勝者独占
方式においては，代議員聞は全員が同じ派に属しているので，投票に際して少数派
に良心に反する投票を強要するという問題は生じなL、。 Id.at 5; Notes， Presiden-
tial Nominating Conventions: Party Rules， State Law， and the Constitution， 62
Geo. L. J. 1621， 1639 n. 90 (1974).しかし，逆に，ユニvト・ルールの下では，代
議員聞に少数派が入っているので，多数派と少数派の聞の討論が成立し，よりよい
妥協に到達する可能性を有しているという見方も成り立つ。 SeeReid Peyton 
Chambers & Ronald D. Rotunda， supra note (12)， p.200 n.93.ちなみに，大統
領選挙人固にはユニット・ルールが適用されており，ときにごく少数の「反逆者」
がでることはあるが，原則としては選挙人団は各州|ごとに全員一致の投票そ行って
いる。この結果，大統領選挙人の数の多い州が大統領選挙に対してより大きな影響
力をもつことになる。また，全員ー致の投票をした方がより大きな影響力を持ちう
るがゆえに，どの州も自分の州だけ率先してユニット・ルールを改正することには
消極的になるのである。 cf.Notes， Bode v. National Democratic Party: Appor-
tionment of Delegates to National Political Conventions， 85Harv. L. Rev. 1460， 
1462 n. 9.なお，大選挙区完全速記制や小選挙区制もユニット・ルールと同様に機
能する。 cf.Whitcomb v. Chavis， 403 U. S. 124 (1971); Notes， Constitutional 
Safeguards in the Selection of Delegates to Presidentioal Nominating Conven網
tions， 78Yale L. J. 1228， 1240 n.45 (1969). 
(50) 実は，プライマリーの前に勝者独占方式を無効とする判決を求める訴訟がカリフォ
ルニア州最高裁に提起されたが，裁判所には権限がないとの理由で退けられた。さ
らに，プライマリーの後にも，ハンフリー支持者が代議員数の比例配分ぞ求めて出
訴したが認められず，党の資格審査委員会に争いが持ち込まれることになったので
ある。 JamesF. Blunstein， Party Reform， Winner-Take-All Primary， and the 
California Delegate Challenge， 25Vand. L. Rev. 975， 1012 (1972). 
(51) 資格審査委員会の任命した調査委員 (hearingofficer)は， b-6項は勝者独占方
式を禁止する意味をもたないと理解されていたと認定したが，この報告を受けた資
格審査委員会はこれを overruleしたのである。 Raymar，supra note (47)， at6; cf. 
Notes， The Supreme Court and the Credential Challenge Cases: Ask a Political 
Question， You Get a Political Answer， 62 Cal. L. Rev. 1344， 1346 (1974). 
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方式プライマリーの廃止を要求する意味をもっていたかどうかであったが，控
訴裁判所はこのルールの制定史を基礎にそのような意味をもつものとは理解さ
れていなかったと認定し，そうだとすれば，審査委員会の決定は事後的にルー
ル奇変更したことになり適正手続に反すると判断した。
他方，イリノイ州では連邦議員選挙区 (congressionaldistricts)を単位と
するプライマリーにより支持候補者を明示しない代議員 (uncommitteddele-
gates)安選出する制度そ採用しており，この州法に従って 1972年3月のプラ
イマリーで北部イリノイ州のいくつかの連邦議員選挙区から 59名の代議員が
選出された。ところがその手続がいくつかの点でガイドラインに反している聞
として資格審査委員会に提訴され，当委員会はこの主張を認めた。そこで，資
格を剥奪された代議員と彼らが代表する有権者のためのクラス・アクションが
提起され，問題となったガイドラインの各条項が合衆闇憲法に違反し，ゆえに
そのガイドラインに基づく審査委員会の決定は 59名の代議員の憲法上の権利
を侵害するとの理由の下に，その旨の宣言判決および彼らを代議員として復権
させる命令が求められた。地裁は，原告が勝訴するためにはガイドラインの問
題となった条項すべてが違憲であることの論証が必要であるところ，その中に
合憲のものもあり(そのーっとして，代議員候補者名簿を作成しコーカスや党
大会に提案するに際して採るべき一定の手続を要求している C-6項を挙げて
いる)，ゆえにそれに依拠した限りにおいて審査委員会の決定は合憲であると
判断し，控訴裁判所もこれを認めた(53)。
(52) その具体的な内容については， See， Raymar， supra note (47)， p.7. 
(53) Brown v.O'Brien， 469 F.2d 563 (1972).この判決は， Brown v.O'Brienと
Keane v. National Democratic Partyが併合されたものであり，前者がカリフォ
ルニア，後者がイリノイの事件である。この判決は，カリフォルニア州の事件にお
いて資格審査委員会が適正手続条項 (dueprocess clause)に服するのかどうかの
問題につき， I我々は，これらの代議員に対する被告の行為がステイト・アクショ
ンであると結論するのに何の困難もなLづ Cat567))と述べ， Terry v. Adames， 
345 U. S. 461 (1953)およびGeorgiav. National Democratic Party， 447 F. 2d 1271 
を引用するのみで，それ以上の議論をおこなっていないし，また，イリノイ州の事
件においてガイドラインが合衆国憲法の修正条項に服するのかどうかの問題につい
ても.I公職への候補者が公認されるところのプロセスは，公式選挙と同様に最終
? 。
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控訴審の敗者が合衆国最高裁にサーシオラーリ安請求し，同時に事件係属中
判決の執行を停止するよう求めた。最高裁は匿名意見 (percuriam)により，
サーシオラーリの請求に対しては，党大会直前という時間的限定の中で司法審
査適合性，ステイト・アクション，結社権といった重要な憲法問題を審査する
ことはできないとして判断を留保したものの，控訴審の結論には大きな疑問を
もっと表明した。他方，執行停止については，次のよう理由でこれを認めた。
第一に，資格審査番員会の決定は五日後に開催される全悶党大会に提案される
ものであり，裁判所が介入しなければ，党大会が採否・修正を最終決定するは
ずのものであり，上告人の救済はそこで与えられる可能性が残されている。第
二に，党大会開催間際に裁判所が本質的に政治的な性格をもっ政党の内部的決
定に介入することを支持した先例がない。第三に，政治過程が裁判所の監視か
ら自由に機能することこそ公益にかなう (5九
この判決には，マーシャル判事の反対意見(ダグラス判事が賛同)が付され
ている。まず，党大会直前という時間的拘束のなかで審査することはできない
という点については，マーシャル判事は，憩に，今以外に審理に適切な時点は
ないという。なぜなら，審理の時点、としては，今か，党大会の決定が行われた
ときか，党大会が終了した後の三つの選択がありうるが，宣言判決に限ってい
えばω，今こそが政党に対して与える混乱が最も小さな形で介入することので
きる時点だからである。では，審査するとして，司法判断適合性はあるのか，
特に本件は政治問題 (politicalquestion)ではないのか。政治問題の法理に
関しては，最高裁判決 CBakerv. Carr， 369 U. S.186 (1962))は二つの要素を
指摘していた。政府の同列の他部門 (coordinatebranches of government) 
的選挙の不可欠の一部である。最高裁はこの原則をTerryv. Adames……で確立
したが，それは党大会への代議員を選ぶプロセスに関しても同様に適用されるので
あるJ(at 572)と述べているのみで，それ以上に立ち入った議論は行っていない。
(54) この執行停止により，資格審護委員会の決定が生き残ることになったが，その後
党大会は控訴審判決と同内容の決議を行った。すなわち，カルフォルニア1+からの
代議員には資格を認め，イリノイ州については否定した。
(55) インジヤンクションについては，マーシャル判事も党大会で決定する前の現時点
ではまだprematureであると認めている。
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に対する敬譲と司法的に制御可能な基準(judiciallymanageable standards) 
の不在である。しかし，政党は「同列の他部門」ではないし，また，本件で提
起されている修正一条及び一四条の問題は裁判所が通常扱っているものと同性
質であり司法的解決の可能なものである。では，ステイト・アクションについ
てはどうか。マーシャル判事にとって，州はプライマリーを認可するのみなら
ず実施もし，また，その結果を本選挙で使用もする(党公認候補者支持を書っ
た選挙人候補者を投票用紙に記載する)というように，その過程のあらゆる段
階に絡んでおり，このような状況下ではプライマリーは本選挙の一部とみなさ
れなければならなL、。ゆえに，代議員資格を奪うには適正手続に従う必要があ
る(5九かりに資格審査委員会の行為が適正手続に反するものでなかったとして
も，次に，それが大統領予備選挙で投票するという連邦憲法上保護された権利
(投票権)を侵害するものではないかが問題となる。ここでマーシャル判事は，
連邦レベルの選挙で投票することが連邦憲法により保障されていること，それ
は予備選挙にも及ぶことを先例に依拠して議論している。他方で，マーシャル
判事は，本件で投票権安侵害すると主張されている行為の性格をどのようにと
らえるかについては，次の三つの理解が可能であると指摘している刷。一つは，
それをステイト・アクションと捉えるものであり，この場合は修正一条，一四
条が問題となる。第二は，大統領選挙については連邦議会が最終的権限を有し
ており，その連邦議会が全国政党による予備選挙の管理を黙認したという理論
構成で，それを「連邦政府の行為」とみなすものである。第三は，それを連邦
憲法上保護された権利に干渉する私的行為と見るものである O この場合には公
民権法上の保護の可能性がある。
(56) マーシャル判事のとの説明は，必ずしも説得的ではない。問題は資格審査委員会
の行為、かステイ卜・アクションかどうかであり，プライマリー がステイト・アクショ
ンであることを説明するだけでは不十分と思われるからである。
(57) O'Brien v. Brown， supra note (48)， at14， n.7. 
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b) Cousins v. Wigoda(鵬
この事件は，いま見た Brown判決で扱ったイリノイ州の争いの後日談のよ
うなものである。先に見たように，イリノイ州では 1972年3月のプライマリー
でCookCountyから 62名の民主党全国大会代議員が選出されたが，そのう
ち59名(予備選挙選出代議員)が資格審査委員会により資格を否認され，代
わりにこの資格を争った者連(挑戦代議員)が代議員資格を認められた (6月
30日決定。なお，予備選挙で選出された者のうち予備選挙候補者マスキー上
院議員の支持者であった3名は資格を認められた)，資格審査の最終的決定機
関の党大会もこの提案を採択した (7月 10日)。この争いに関連して予備選挙
選出代議員はニ種類の訴訟を提起した。一つは，資格審査委員会の決定を争っ
て連邦地裁に出訴したもので (Keanev. National Democratic Party)，これ
が控訴審でカリフォルニア州からの代議員の争いと併合されて，先に見た
Brown判決となったのである。他方，予備選挙選出議員は，これと平行して
州裁判所にも出訴し，彼らが正当に選出された代議員であることの宣言，およ
び，彼らが代議員として行動することを挑戦代議員は妨害してはならない皆の
差止命令を求めた。これに対抗して，第一の訴訟の被告とされた民主党は，第
一の訴訟において，予備選挙選出代議員が第二の訴訟を遂行することを禁ずる
旨の宣言判決と差止命令を求める反訴を提起した。この反訴は，地裁は認めな
かったが，連邦控訴審により認容され，その旨の命令を出すよう指示して地裁
に差し戻された (7月5日の Brown判決)C:冊。ところが，この控訴審判決は，
先に見たように，最高裁により執行を停止された (7月 7日)刷。そして，そ
(58) 419 U. S. 477 (1975). 
(59) カリフォルニア州の事件のその後の経過としては，会国党大会が資格審査委員会
の報告を覆して，控訴裁判所が採用したと同旨の決定を行い決着している。なお，
そこで問題となった勝者独占方式は 1976年の民主党全国大会から禁止された。 cf.
Blumstein， supra note (50)， p.1004 n. 154. 
(60) 控訴審判決に対する上告は，サーシオラーリが認められ，最高裁は同年10月に
控訴審判決を破棄し，事件がムートとなっているかどうかを判断するよう指示して
控訴審に差し戻した。 409U. S. 816 (1972).控訴審は，翌年2月に， 1972年7月
の党大会への代議員資格の争いに関するかぎりムートとなったと判断した。 457F. 
2d 1287 (1973). 
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の翌日の 7月8日に州の CircuitCourt of Cook Countyは，予備選挙選出代
議員の請求を認める判決を下した。しかし， 7月 10日に全国党大会が資格審
査委員会の提案を承認して挑戦代議員を正規の代議員として認めると，彼らは
この州裁判所の判決を無視しイリノイ州からの代議員として党大会に参加した。
このために法廷侮辱罪に問われて CircuitCourtに係属中であり，その帰趨は
第二の訴訟についての上級審の判断に依存することとなったが，州の控訴審
CIlinois Appellate court)はCircuitCourtの判決安認容し，州最高裁は上
告を棄却した。これに合衆国最高裁がサーシオラーリを認めたのが本件である。
争点は，代議員の資格に閲して州法と党規則のどちらが優先するかであっ
た(61)。政党およびその支持者が連邦憲法上結社権の保護を受けることは，最高
裁の判例上すでに確立されていた(回。全国党大会への代議員資格を誰に認める
かを決定するのは，この結社権の内容の一つであることに間違いない。他方，
州は，プライマリーで投じられた票の価値を保護することに利益をもっ。プラ
イマリーは，今では私的団体の内部行為とは考えられていない。州法の規制を
受け，州の監督下に置かれているのである。そうだとすれば，そこでの投票は
本選挙における投票と同様に憲法上の権利としての性格を多かれ少なかれ帯び
てこざるをえない。そして，州にはその投票権を保護する責務があるというこ
とになる O 選出代議員が資格を奪われるとすれば，その代議員への投票は価値
を減損されるというわけである。こうして，問題は結社権と州の利益=投票権
の対立として定式化されることになった。
もっとも，全国党大会には選出代議員に資格を認めなければならない義務は
(61) ブレナン法廷意見は，争点をこの問題に限定し，他の次のような問題についての
判断は明示的に留保した。①代議員選出 (delegate selection)の領域での全国政
党の決定はstateor governmental actionを構成するのか，構成するとした場合，
政治問題の理論により司法的介入がどの程度阻止されるのか。②全国政党はその代
議員の選出と配分の方法に関して定数再配分判決の諸原則その他の憲法上の制限に
服するのかどうか。③全国政党，および，その候補者指名のための党大会は，連邦
議会により，あるいは連邦議会のみにより，規制可能かどうか，可能としてどの限
度かくat483 n.4)。
(62) 後述の Kusperv. Pontikes， 414 U. S. 51 (1973)， Wil1iams v. Rhodes， 393 U. S. 23 
(1968)なと参照。
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なく，イリノイ州からの代議員席を空席にしておくことも可能という点につい
ては，当事者聞に争いはなかったから，州の利益の及びうる範囲は，挑戦代議
員がイリノイ州からの代議員となるのを阻止することに限定された。逆に言え
ば.政党の結社権は選出代議員に代えて挑戦代議員に代議員資格を承認するこ
とまで含むのかどうかが争点である。ちなみに，挑戦代議員は，プライマリー
で負けた陣営の私的なコーカスにより選出されており，その性格は決して民主
的ではない。
ブレナン法廷意見は，外|の利益が挑戦代議員に対するインジヤンクションを
正当化しうるかどうかを判断するにあたり，その利益はたとえ正当なものであ
るとしても，結社権の制限をTE当化するためには「切実なJ(compelling)利
益であることが必要であるとした。そして， I切実な利益」かどうかを判断す
るに際して，あまり歯切れは良くないが，概ね次のように論ずる。まず，ナ，-伯
身は，正副大統領候補者の選任につき一定の役割を果たすよう憲法上命じられ
ているわけではない。この重要な役割を実際に果たすのは全国党大会であり，
その意味で，全国党大会は全国レベルの公職候補者選任に対する全国民的な利
益に奉仕しているのであり，この全国民的利益は個別の州の利益よりも大きい。
ゆえに，選挙過程の真正性を保護する州の利益は，全国党大会への代議員選任
というコンテクストにおいては「切実なもの」と見ることはできない，と。こ
うして，州裁判所の判決を覆したのである。
これに対し， レンキンスト判事は，結論には賛成したものの，その理由に異
論を唱えた(パーガー長官およびステュアート判事が賛同〉。レンキスト判事
にとっては，本件の解決には「州ではなくて全国党大会が，対立する代議員団
のどちらを選ぶかを決める最終的権限をもっ，ということには双方が同意して
いるのであるから，州の利益は，上告人が党員仲間と集会・結社し，党大会に
対し彼らを代議員として認めるよう懇請する権利を全面的に禁止するには十分
ではないと，我々は考える」ということだけで足りるのであり，それを越えて
法廷意見のように州の利益をことさら軽視したり，全国党大会の全国民的利益
を強調したりすることは，かえって法廷意見が留保したはずの諸争点につき結
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論を示唆することとなり， O'Brien v. Brown判決で示唆した当法廷の態度か
らの後退となり好ましくない，というのである。レンキスト判事は，特に，法
廷意見の用いた「全国党大会は全国レベルの公職候補者選任に対する全国民的
利益に奉仕しており，この全国民的利益は個別の州のいかなる利益よりも大き
い」という表現は，判決の中で使うには余りにも広汎かっ暖昧な表現で-ある，
また，州は大統領選挙人を選任する権限を憲法上与えられており，かっ，憲法
上連邦のものとされていない権限は州に留保されているはずだから，州、|は正副
大統領候補者選任過程で果たすべき役割を憲法上与えられていないというのも
正しくない，と法廷意見を批判している。この点は， レンキスト意見が，法廷
意見が用いた「切実な利益」という基準には全く言及していないこととも関連
しているであろう O こういった点は，法廷意見においては「切実な利益」を認
定するために提示されたものだったからである O レンキスト意見は，政党の結
社権を強調するのみで，それに対する升|の利益による制限をいかなる基準で審
査するかについては提示しようとしない。このことは，彼が O'Brienv. 
Brown判決の論理内に留まるべきことを強調していることと連動していると
思われる。先にみたように，この判決では，控訴審判決がステイト・アクショ
ンを認め，あるいは，政治問題の理論を適用しなかった点について大きな疑問
が示唆された。このことは，政党の結社権の強調と表裏一体なのである。
本判決には，もう一つパウエル判事の部分的反対意見が付されている。パウ
エル判事は，州には挑戦代議員が州を代表する代議員として資格を認められる
ことを禁止する権限がないとする点に異を唱えた。全国党大会は，たしかに，
結社権に基づき，党規則に反する手続で選ばれた選出代議員を拒否することは
できょう。また，州法の定める手続に従わないで選ばれた代議員であろうと，
全国党大会がそれを当該選挙区とは関係のない (atlargeな)代議員として認
めることも許されよう。しかし，彼らが州の当該選挙区を代表する代議員とし
て認められることまで受忍する義務は，州にはないはずである。州には，外|民
が民主的選挙において拒否した者達によって代表されるということから彼らを
保護することに正当な利益をもつはずだからである。パウエル判事のこの考え
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は，政党の結社権と州民(党員)の投票権の微妙なバランスをとろうとするも
のである。
(4)小括
本節で見たのは，州における全国党大会代議員選出手続をめぐる争いであっ
た。全国政党は，当初，この手続を事実上州の自由な決定に委ねていたので，
この段階における争いは州法の定めた手続が合衆国憲法に違反しないかどうかと
いう形で提起された (2)参照)。しかし， 1968年以降全国政党が代議員選出手
続の改革に乗り出し，代議員選出に際して州政党が守るべき一定のルールを定
立するに至ると，州、|の定める選出手続とこの全国政党ルールとの抵触の問題が
生じ，州法と全国政党ルールのいずれが優先するか，および，全国政党ルールは
合衆国憲法に違反しないかの問題が提起されることになったのである (3)参照〕。
これらの争いにおいて問題となりうる主要な利益としては，①公正で秩序あ
る選挙を実施する州の利益，②実効的な投票権を行使する投票人の利益，③政
党の結社権，を挙げることができょう。州法と合衆悶憲法とのコンフリクトの
局面においては，州法の内容如何により，①と②が提携して③と対立する場合
と，①と③が提携して②と対立する場合が理論上はありうるが，現実には，そ
もそも州法が，通常，州政党の協力の下に制定されたものであることから，そ
の内容は②の犠牲のもとに③を尊重したものであることが通常であり，実際の
争いのほとんどは後者の類型で生じた。つまり，州法の定める代議員選出手続
では自己の実効的投票権が剥奪されていると感じた者が，その手続を合衆国憲
法の特に平等保護条項(修正一四条)に違反すると主張して争ったのである。
ここでの主要な争点は，まず本案前のもの(入口問題)としては，その手続が
ステイト・アクションを織成するかどうかであるO 下級審判決の動向としては，
Irish判決と Smith判決は判断を留保したが， Maxey判決と Doty判決は最
高裁の Gray判決に依拠してステイト・アクションを認めており，当時の流れ
としては認める方向にあったと評しうるであろう。本案に関しては，党大会方
式による代議員選出手続に一人一票原則がどの程度適用されるべきかが争点の
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ーっとなったが， Smith判決では，組織の下部から上級の党大会に順次代議
員を選出して行く構造においては一人一票原則は最下層の選挙に適用されるの
みで，それより上の段階では適用の必要はないとしたのに対し， Maxey判決
では全段階に適用されるとして，食い違いを見せた。本案上の争点として，こ
の他に，理論上は，プライマリ一方式(代議員の直接選挙方式)につき一人一
楽原則は勝者独占方式を否定するのか， congressional districtを単位に代議
員を選出している場合に distict聞の不均衡はどの程度まで許されるのか，一
人一票原則が適用されるとした場合にその母体 (constituency)は何に求め
るのか，等々が存在するが，これらを真正面から問題とした下級審判例はない。
のみならず，この類型の訴訟については，最高裁判決も一つも出されないまま
に終わり，結局，実際上の解決は，全国政党自体が，州における選出手続が平
等原則を尊重したものであることを要求するルールを採用することを通じて行
われてゆくことになる。
では，全国政党ルールと州法のコンフリクトをめぐる訴訟はどのような解決
をみることになるのか。この類型の争いにおいては，政党の結社権と州の利益
が対立する。投票人の実効的投票権は，州がその保護を州の利益として援用す
ることになろう。全国政党のルールと州法が抵触するときどちらが優先するの
かが真正面から判断されたのが， Cousins v. Wigodaであった。この判決で
最高裁は，事件を州による政党の結社権の制限の問題として定式化し，その合
憲性の審査基準として「切実な利益J(compelling interest)という厳格な基
準を採用した点が注目される。その限りで結社権に相当強固な地位を与えたの
である刷。
全国政党のルールが結社権の内容として尊重されるということになれば，そ
(63) 党のルールと州法の抵触の解決方法としては，理論上様々な考え方がありうるが，
それを検討するものとして， cf. Notes， The Supreme Court and the Credebtial 
Challenge Cases: Ask a Political Question， You Get a Political Answer， 62Cal. 
L. Rev. 1344， 1369-76 (1974). このノートは，①州法が常に優先する，②党のルー
ルが常に優先する，③党のルールに反する手続に対しては選出の終わる前にのみ争
うことを許す，④代議員の実体的な資格要件に関しては党のルールが，手続的事項
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のルールに不満をもっ者は，そのルールが合衆国憲法に違反すると主張するこ
とになろう。これが争われたのがO'Brienv. Brownであった。この事件の直
接の対象は，党のルールを適用した資格審査委員会の行為の合搭ご性で、あったが，
その前提として党のルールの合憲性も当然争いの対象になっていた。ここでは，
合衆国憲法を適用する前提として，ルールや資格委員会の行為のステイト・ア
クション性が問題となる。最高裁は，原審判決を停止するにとどめ，本件の判
断そのものは回避する道を選んだが，しかし，判決理由の中で原審がステイト・
アクションを認めたことに対して「重大な疑問」をもつことを表明した。これ
が，次節でみるように，州政党に代議員定数を配分する政党jレールの一人一票
原則違反を争う訴訟におけるステイト・アクション論に大きな影響を与えるこ
とになるのである。なお，この判決の反対意見で，マーシャル判事が，プライ
マリーを公式選挙の一部とみてステイト・アクションを認める根拠として，州
が全国党大会の指名した候補者を大統領選挙人候補者を投票用紙に載せる際に
考慮していることを指摘している点は，注目しておいてよL、。
E 全国党大会代議員定数不均衡配分をめぐる判例
(1 ) 問題の所在
各州の政党がそれぞれの全国党大会に何名の代議員を送りうるかを決める代
議員数配分定式は，前回の全国党大会で決定されている。この配分定式が平等
原則に反するのではないかとして争われた訴訟が，本節の分析対象である。こ
の類型の訴訟の重要な争点、としては， 2つがあった。一つは，全国党大会によ
る配分定式の決定がステイト・アクションを構成するかどうかである。全国党
大会自体はいかなる法律によっても規制されていなL、。全国党大会そのものは
州の範囲を越えるものであるから，州法による規律の対象にはなりえなL、。こ
に関しては州法が優先する，⑤選挙を適切に管理すること (manageabilityof 
elections)に対する州の利益が関係する場合を除いて，党のルールが優先する，
という五つのアプローチを検討し，⑤が最もよいとしている。
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の点で，前節で見た各州政党に配分された代議員を選出する手続の場合と異な
る。したがって，州法による詳細な規律を恨拠にステイト・アクションを認め
るという， White Primaryの先例で採られた論理は，ここでは成立しない。
他方で，速邦法による規律は可能だとしても，今までのところそのような連邦
法は制定されていない。かりに連邦法による詳細な規律が存在すれば，ステイ
ト・アクション論とパラレルな「連邦政府による行為」を認定して，修正五条
が合意するとされる平等原則を適用するという構成が可能となろうが，その道
も閉ざされている。残るは全国党大会が公式の選挙(大統領選挙〉過程の一部
をなすという理論構成であるが，大統領選挙といわれるものの本体が大統領の
直接選挙ではなくて大統領選挙人の選挙であることを考えると，全国党大会を
その一部と説明する論理を考案するのはそれほど容易なことではない。しかも，
この困難な争点をクリアーして平等原則の適用にたどり着いたとしても，次に
第二の論点として，何を基礎(母数)に代議員数配分の不平等を判断するかと
いう難問が控えている。党員数なのか，有権者数なのか，人口数なのか，過去
の選挙における得票数なのか，という問題である。不均衡是正後結社内部の民
主化の問題であると考えれば，党員数を基礎にするのが自然な発想となろうが，
そもそも党員の概念が明確ではなく，党員登録の実態も州によりまちまちであ
り，信用に足りる統計が存在しない。逆に，党公認候補者指名に際しての投票
価値不均衡是正を選挙制度の民主化の問題であると考えれば，有権者数あるい
は人口数を基礎にすべきだという考えになろうが，政党の結社性を否定して公
的な制度と捉えるまでに徹底しきることもなかなかできなL、。しかし，評価の
基礎が定まらなければ裁判所には判断のしょうがないのである。そうだとすれ
ば， r政治問題Jとして裁判所の介入安灘けたほうがよいのではなかろうか。
こういった問題に直面することになる。
この問題を考える際の一つの重要な考慮要素として，全国党大会がアメリカ
の政治制度の中でいかなる機能を果たしているのか，あるいは果たすのを期待
されているのかを見ておこう。そもそも政党は，自己のプログラムを掲げて選
挙に参加し，選挙に勝利して公職奇獲得することによりそのプログラムを実現
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して行くことを期待されている。したがって，政党にとって重要なことは，ま
ず選挙に勝つことである。そのためには，選挙に勝ちうるプログラムおよび候
補者を決定することが必要であり，全国党大会が果たすべき役割は，まさにそ
のようなプログラムと候補者を探り出すことである。そうだとすれば，各党は，
大統領選挙制度を前提として，その制度の下で最も勝算のありそうな候補者を
指名する必要があり， したがって，全国党大会の構成の仕方もそれに最も適合
的なものとすべきだということになろう。ところが，大統領選挙人の選挙が州
ごとに勝者独占方式でなされること側， しかも州ごとに伝統的な(ある程度持
続性のある)政党勢力の配置関係が存在していることなどを考えると，各州の
政党に全国党大会における平等な発言権を認めることが勝利の方程式に最も適
合的だとは，必ずしも言えない事情がある。しかし，他方で，選挙に勝つため
には，全国党大会で指名された候補者の下に統一戦線を達成する必要があるが，
そのためには，指名争いでの敗者，少数派，弱小州政党への配慮、も必要である。
このように考えると，全国党大会はその代議員選出母体 Cconstituencies)の
意見を忠実に反映するというよりは，諸代表の議論，交渉を通じて最も選挙に
勝てそうな候補者を見つけ出す場という機能をはたさねばならないということ
にもなる側。こういった考慮が配分定式を争う訴訟にどの様な影響を与えるか
に注目しながら，以下に判例を見て行こう。なお，この領域においても，最高
裁判決は存在しない。
(64) 各州が白州に配分された大統領選挙人をどのような方法で選出するかは，州議会
の決定に委ねられている(合衆国憲法二条二節二項〕が，ほとんどの州で勝者独占
方式を採用している。つまり，大統領選挙人選挙で相対多数を獲得した政党が当該
州に配分された大統領選挙人の会てを独占するのである。
(65) cf. Notes， One Man， One Vote and Selection of Delegates to National Nomi-
nating Conventions， 37U. Chi. L. Rev. 536， 547-548 (1970); John R. Schmidt and 
Wayne W. Whalen， Credential Contests at the 1968 -and 1072 -Democratic 
National Conventions， 82 Harv. L. Rev. 1438， 1462 (1969); Notes， Bode v. Na-
tional Democratic Party: Apportionment of Delegates to National Political 
Conventions， 85 Harv. L. Rev.1460， 1475-76 (1972); Recent Developments， 60
Va. L. Rev. 1331， 1336 (1972); Notes， Presidential Nomination Conventions: 
Party Rules， State Law， and the Constiturion， 62Geo. L.]. 1621， 1651 (1974). 
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(2) 判例
a) State of Georgia v. National Democratic Party(時
この事件は，ジョージア州，その州務長官，州選挙委員会，および，同様の
立場にある登録有権者を代表して何人かの州民が原告となり，全国レベルの民
主党と共和党，および，それぞれの全国委員会とその委員を被告に，各党の
1972年金闇党大会への各州代議員数配分定式の不均衡是争ったものである。
原告は，州政党への代議員数配分定式は人口数を唯ーの基礎とするもののみが
修正一四条の平等保護条項に適合しうると主張し，これに反する 1972年全国
党大会への代議員数配分定式の違憲宜言と差止命令を求めた。原審の連邦地裁
は，本案前の入口問題について司法審査不適合 Cnonjusticiable)としながら，
本案についても判断を示し平等適反はないとした。
これに対して本件控訴裁判所は，入口問題に関して，まずステイト・アクショ
ンの有無を判断する。
問題の配分定式は，共和党においては 1968年の全国党大会により直接決定
された。民主党の場合は， 1968年の全国大会により配分定式の決定が全国委
員会に委任された。すなわち，この全国大会で，配分方法の改革を検討するた
めの特別委員会が設置され，その委員会の調査報告書が全国委員会に提出され
ることになった。全国委員会は，この報告書と自己の執行委員会からの提案と
を基礎に 1972年用の配分定式を決定したのである。控訴審はこれら民主・共
和両党の決定が共にステイト・アクションを構成すると判断したが，その根拠
として2つの議論を提示している。一つが，次のような三段階分析である。第
一に，最高裁は，州政党の活動が候補者を指名する機構に関連している場合に
は，一貫してその活動にステイト・アクションを認めてきた。第二に，代議員
の主要な任務は国の最高職への候補者指名なのであるから，この代議員を選任
する州政党の行為もステイト・アクション性を具備しているというのが，そこ
(6) 47 F. 2d 1271 (D. C. Cir. 1971). 
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からの論理的帰結である。第三に，州政党の代議員選任行為がステイト・アク
ションなら，全国大会における全州の代議員の共同行為も同様にステイト・ア
クションということができる (6九もう一つは，最高裁が示唆している次のよう
なより一般的な論拠である。すなわち， :1+1は大統領選挙人ぞ選出する本選挙の
責任を負っているが，二大政党による大統領候補者指名手続は大統領選挙過程
で非常に重要な役割を果たすので，その後の公式選挙に不可分的に関係してい
ると寄ってよい。実隠，州は政党により指名された候補者会投票用紙に記載す
ることにより，この指名プロセスを州の選挙手続の必要的付属物としてきたの
である。「ゆえに，指名プロセスのあらゆる段階一一特に各州政党に何票の代
議員票が配分されるべきかという重大決定一一は，諸j十|が共同しでかかる予備
的大会を自ら行った場合と同様に，ステイト・アクションの産物なのである」。
この考えが依拠する最高裁判例は，一党制の州に関するものであり，ニ大政党
制が関係する本件とは異なるが， しかし，この違いが結論を左右するとは思わ
れない，と。
次いで，本判決は司法判断適合性(特に政治問題の理論の適用があるかどう
か〉につき判断する。政党は，配分定式の決定を通じて党内の諸潮流の均衡を
形成し党の最大の活力を引き出そうとする。配分定式の決定がこのように高度
な政策決定過穫であるとすると，これを裁判所が審査するための「司法が管理
できる基準J(judicially manageable standard)側が存在するのかが問題と
なる。そのような碁準は存在しないという被控訴人の主張に対し，裁判所は，
(67) この三段階分析は，本判例自身が注で指摘しているように Cat1276 n.8)， Note， 
Regulation of Political Parties: Vote Dilution in the Presidential Nomination 
Procedure， 541a， L.Rev. 471， 476-477 (1968)で展開された議論に依拠したもので
ある。そこでは次のように論じられている。「指名のための全国党大会は， (被指名
者を支持すると)宣誓した選挙人を投票用紙に登載する州政党の権威に依存してい
る。かくして，全国党大会は，大統領候補者を選択するという目的のために，全て
の州の州政党を代表するのである。州政党の行為は州の行為 (stateaction)であ
るから，全国党大会に寄り集まった複数の州政党の行為も，州政党が一緒に行為す
るという理由だけから，それだけステイト・アクションとしての性格が少ないと言
うべきではなL、」。
(68) これはBaker判決により挙げられた「政治問題Jを認める要件の一つである。
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ここでの問題は平等からの草離を憲法上許容する正当化根拠があるかどうかで
あり，それを審査することは裁判所にも可能で、あると答えた。
本案に関しては，控訴人の「人口数のみが唯一の正しい基準である」という
主張(これが控訴人の主張の最大のポイントであった〕についてのみ判断し，
「人口数は，公務員が選挙で選ばれ全市民に責任を負うとL寸場合には適切な
物差しかもしれないが，政党が党員獲得を競う国民政治の枠組みの中の代表に
ついては，人口数だけというのは不適切な基準であるJとして，控訴人の主張
を退けた。
b) Bode v. National Democratic Party(69) 
この事件は，ニュー・ヨーク州とカリフォルニア州の民主党全国委員会委員，
コロンビア地区民主党中央委員会議長等が，全国民主党，民主党全国委員会お
よびその議長と会計役を被告に， 1972年全国党大会への代議員数配分定式の
平等原則違反を争い，宣言判決および差止判決を求めたものである。全国委員
会の決定した配分定式によれば，総代議員数は最大3，016人とし，そのうち
1，396 (3，000人の 46パーセント)は過去3回の大統領選挙における各州民主
党の平均得票を基礎に配分し， 1，614 (3.000人の 54パーセント)は各州の大
統領選挙人の数の3倍を基礎に配分，残りの 16議席はプエルト・リコなどの
準州に配分することになっていた。原審の連邦地裁は，憲法上適切な配分方法
は直近の 1つまたは複数の選挙での民主党の得票数を基礎にするものであり，
とれに照らすと全国委員会の決定した配分定式は合理的な基礎を欠き違憲であ
ると判示した。
本件は，先にみたジョージア州事件と比較すると，共にコロンビア地区の連
邦裁判所に提訴された事件であるが，ジョージア州事件では民主党と共和党の
両方の配分定式が争われたのに対し，本件では民主党の方のみであること，ジョー
ジア州事件では人口数を基礎にすべきと主張されたのに対し，本件では過去の
(69) 452 F.2d 1302 (D. C. Cir. 1971). 
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選挙における党の得票数を基礎にすべきことが主張されたこと，および，ジョー
ジア州事件では一審で原告敗訴であったのに対し，本件では原告勝訴であった
ことなどの点で違いがある。なお，本件の原告はジョージア州事件の控訴審に
訴訟参加を請求したが認められず， amici curiaeの提出のみを認められてい
る。
本件の控訴裁判所は，入u問題(ステイト・アクションと司法判断適合性)
についてはジョージア州事件控訴審判決をそのまま援用している。そして，本
案に入り次のように言う。
「政党の全国大会への代議員の州問での配分が修正一四条の平等保護の要請
に服することに疑いはない。しかしながら，我々は，かかる配分のために憲法
上受け入れうる唯一の定式はもっぱら従前の政党の得票力に基礎をおくもの
一一一民主党員一票 であると判示する気はなL、」。委員会の決定した定式
では， 46パーセントの代議員を過去の政党得票数を基礎に配分しているが，
「修正一四条はこの基礎を，他の一切の基礎を排除して，要求している」わけ
でもなければ， Iそれを部分的に使用することを禁じ」てもいなL、。他方，被
控訴人は，大統領選挙人の数を基礎にして 54パーセントの代議員を配分して
いる点を問題としている。しかし，先例は，大統領選挙人制度のアナロジーを
連邦制とは異なる州内の選挙区間の定数配分に使うことは否定している (cf.
Gray v. Sanders)ものの，正副大統領(大統領選挙人制度により選出される)
の候補者を指名する全国党大会への代議員数の配分に使うことも許されないと
した先例はない。大統領候補者指名は連邦レベルの問題であり，また，全国党
大会の主要な任務は，本選挙に勝てる候補者の指名であることを考えれば，代
議員の配分定式に大統領選挙人制度のアナロジーを用いることに合理性がない
とは言えない，と。
要するに，過去の得票数を部分的に利用することも，各州、|の大統領選挙人数
を基礎にすることも，憲法上問題はないとしたのである。
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c) Ripon Society v. National Republican Party(70) 
( i ) 事実の経緯
この事件は，共和党員であり，かっ， D.C.もしくはある州の有権者である 9
名の合衆国市民および RiponSocietyという団体 (1建設的共和主義の大義の
ために，考える青年の能力とエネルギーを動員すべく組織された若き実業家・
専門職員・学者の全国組織」と自己規定している)が原告となり，全国共和党
(National Republican Party) および共和党全国委員会 (RepublicanNa-
tional Committee)を被告に，共和党の 1976年全国党大会への代議員数配分
定式を争ったものであるが， もともとの出発点は 1968年全国党大会採択の
11972年全国党大会への代議員数配分定式」に閲して 1971年に連邦地裁(Dis-
trict of Columbia)に提起された訴訟で-あった。ところが， この訴訟の帰趨
が，間近に追っていた 1972年全国党大会にどのような影響を及ぼすことにな
るか予測困難であったために，この不安定さを回避すべく両当事者が訴訟を
1972年全国党大会において採択されるはずの 1976年全国党大会への代議員定
数配分定式を争うものに変更することに合意したのである。原審の連邦地裁は，
1972年3月に，被告に対して 1972年全国党大会において採択する 1976年全
国党大会への代議員数配分定式に「一律ボーナス定数」方式(詳細は後述)を
取り入れることを禁止する原告一部勝訴の差止命令判決を下した(71)。これに対
して，原告，被告ともに敗訴部分につき連邦控訴裁判所に控訴したが，同時に
被告は連邦地裁の差止命令の執行停止を求めたところ， レンキスト判事が巡回
区担当最高裁判事 (circuitjustice) としてこれを審査し，執行停止を認め
た(へその後，控訴裁判所は被告の請求に基つ去控訴を退け，逮邦地裁に対し
先の判決を取り消すよう指示して差戻したが，同時に原告に補充的訴状 (sup-
plemental complaint)の提出を許可した。これに基づき原告は， 1976年全
(70) 525 F. 2d 567 (D. C. Cir. 1975). 
(71) Ripon Society Inc. v. National Republican Party， 3t!3 F. Supp. 168 (D. D. C. 
1972). 
(72) Republican State C巴nt.Com. of Arizona v. Ripon Society Inc.， 409 U. S. 1222 
(1972). 
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国党大会代議員数配分定式を争う補充的訴状を連邦地裁に提出した。これを受
けて連邦地裁は， 1976年定式(以下， fl976年配分定式」と呼ぶ〉が採用して
いた「一律ボーナスJC後述②)を違憲と判断したが，その余の原告の主張は
退けた。そこで原告，被告双方から捜訴したのが本件である (7九
1976年配分定式の内容は次のようであった。①1605名，または全体の72パー
セントは，大統領選挙人1名につき代議員数3名の割合で各州に配分する。ち
なみに，各州の大統領選挙人の数は各州に配分窓れている連邦上院議員数(各
2名)と連邦下院議員数(人口比例であるが，最低l名は必ず配分される)の
合計であり(ただし，これにコロンピア特別区に配分されている 3名が加えら
れる)，全合計は 538名(上院議員数 100プラス下院議員数435プラス D.C.
ののである。②245名，または 1パーセントは， 1972年大統領選挙で共和党
が勝利した 49州に「一律ボーナス」として各5名づっ配分する。ちなみに，
1972年の大統領選挙は，ニクソンとマクガヴァーンの間で戦われ，マサチュー
セッツ州とコロンピア特別区を除いた49州でニクソン(共和党)が勝利した。
⑨312名，または 14パーセントは， 1972年大統領選挙で共和党が勝利した 49
州に， r比例的ボーナス」として，各州に配分された大統領選挙人の数の60パー
セントの割合で配分する。④50名，または 2パーセントは， 1972年 1月の
選挙あ忍いはその後から 1976年1月までの聞に行われた選挙において共和党
が連邦上院議員，知事，もしくは，当該州の連邦下院議員の半数以上を選出し
た升|に勝利毎に 1名の割合で追加配分する。ただし， 4名を限度とする。⑤30
名，または lパーセントは，コロンビア特別区に 14名，プエルトリコに8名，
グアムとヴァージン・アイランドに各4名の割合で配分する。
原告は，この定式が平等条項に反するとして，宜言判決と麓止命令を求めた。
しかし，本案に入る前に入口問題として原告適格 Cstandingto sue)，ステイ
ト・アクション，司法判断適格性(政治問題の理論〉が争われた。控訴裁判所
の判決には多彩な意見が表明されているが，整理すると，法廷意見は入口問題
(73) 以上の経緯については， Ripon Society， Inc. v. National Republican Party， 369 
F. Supp. 368 (1974)参照。
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についての判断を留保し，本案で原告の主張を退けたのに対し，入口問題で訴
訟を却下して決着をつけるべきだとする三つ同調意見と入口問題と本案ともに
原告の主張を認めるべきだとする反対意見が付されている。
( iD 本案前の争点
入口問題としては，原告適格の有無，ステイト・アクション，司法判断適合
性の三点が論じられているが，原告適格の問題は本稿の論点には関係すること
が少ないので省略し，ステイト・アクションと司法判断適合性安見ておこう。
コロンビア特別区の連邦控訴裁判所は，先に見たように Georgia事件と Bode
事件において代議員数配分定式のステイト・アクション性と司法判断適合性を
認めていた。ところが，その後最高裁は O'Brienv. Brownにおいて，政党の
代議員資格審査委員会の決定にコロンピア特別区の連邦控訴裁判所が介入した
ことに対し「意大な疑義」を表明した。これ奇前提にして，当控訴裁判所は，
代議員数配分定式に関する先の判決の再検討を迫られたのである。
イ) ステイト・アクション
McGowan判事の法話意見は，ステイト・アクシ罰ンについて次のように
論じる。
最高裁は，ステイト・アクションにつき， Moose Lodge No. 107 v.lrvis(74) 
およびJacksonv. Metropolitan Edison Co.(7S)において，当法廷が Georgia
判決で採ったのとは異なる見解を表明した。すなわち，ステイト・アクション
の分析にあたっては，私的団体の州に対する関係一般にというよりは，私的団
体の行った問題の行為と州との関連性 (nexus)に焦点を当てるべきだという
のである。諸州と代議員数配分定式の聞に関連性があるのかどうかは，今や最
高裁が Cousinsv. Wigoda(76)において，州には会悶党大会代議員選出手続に
介入する権限はないと判示している以上，明白ではない。しかも，最高裁は，
O'Brien判決において，政党の代議員資格審査委員会の行為にステイト・アク
(74) 407 U. S.1019 (1972). 
(75) 419 U. S. 345 (1974). 
(76) 419 U. S. 477 (1975).この判決については前節参照。
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ション性を認めた当法廷の判断に重大な疑義を表明したのである。たしかに，
これらの最高裁判決は，代議員数配分定式に関する争いではなL、。しかし， レ
ンキスト判事は，本件の地裁判決を執行停止したとき， もっぱら O'Brien判
決に依拠したのである。このように，本件につきステイト・アクションを認め
ることは，最高裁の一連の判決により困難になっているが， しかし，他方で，
ステイト・アクションを認める方向に有利な材料もある。というのは，連邦議
会は， 1974年の逮邦選挙運動法改正により， 1976年の大統領候補者指名党大
会に対する連邦基金からの財政援助を決定したからである O この法律の合憲性
を争う訴訟が現在最高裁に係属中のことでもあり(77)この法律が本件のステイ
ト・アクションの問顕にどのような影響を与えることになるかは不明である。
しかし，いずれにせよ，本件は，原告の本案に関する主張に理由のないことが
明かであるから，このような不確定な要素を含むステイト・アクションの問題
には判断を留保することにする，と。
これに対して， Tamm判事および Wilkey判事は，最高裁の見解を受けて
GeorgiaおよびBode判決を見直し，ステイト・アクションを明確に否定すべ
きであると考えた。まず， Tamm判事は次のように言う O
最高裁は， O'Brienにおいて，ステイト・アクションに苔定的な見解を強力
に示唆した。これに対し，原告は， O'Brienは介入の時期と党の内部紛争への
介入の妥当性を問題としたのであって，ステイト・アクションを問題としたの
ではなかったと解すべきだという。しかし，ここでこの点に決着をつける必要
はない。というのは，たとえ O'BrienがGeorgiaの結論を否定するものでな
いとしても，最高裁の他の先例により Georgiaの基礎は腐食してしまってい
るからである。
Georgiaでステイト・アクションを認めた第一の恭礎は，候補者指名に関す
る州政党の諸行為がステイト・アクションを構成するというものであった。そ
の際に我々が依拠したのは， White Primaries Cases聞であった。しかし，
(77) この事件の最高裁判決が， Buckley v. Valeo， 424 U. S. 1 (1976)である。
(78) 高橋・前掲注(1)参照。
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次の理由から，これらの先例に依拠することは誤りである。第一に， これらの
先例は人種差別に関するものであり，そのような事例においては州の関与がよ
り小さい場合でもステイト・アクションを構成しうるかもしれないのである。
第二に， これらの先例は，一党支配体制のもとに予備選挙が事実上本選挙に
匹敵するという状況に関するものである。第三に， 2つの Nixoncases(79)は，
州法が直接問題の行為を規制していたという事例であり， Allwright側と
Terry(Sllは修正一五条の投票権に関する事例であった。本件は，そのいずれと
も異なる。また，本件は， Classic(S2)に依拠してステイト・アクションを認め
るわけにもいかない。なぜなら， Classicは，憲法一条が保護する連邦議会議
員選挙における投票権(これは私人による干渉に対しでも適用される〉に関す
る事件であり，公式選挙に密接に関連したあらゆる指名手続はステイト・アク
ションを構成するという命題の先例とはなりえなし、からである。さらに，最近
の最高裁判例制は，ステイト・アクションについて，州がある組織の一定の
側面を規制しているというだけではだめで，問題の行為と州の規制との聞に十
分な関連 (nexus)がなければならないと判示した。明らかに，州法と代議員
配分との聞にはそのような関連は存在しなL、。このことは， Cousins(叫判決に
より強調されたところである。すなわち， r州自身は，正副大統領選任という
偉大な任務に閲していかなる役割も帯法上委託されてはいない。もし，全国党
大会への代議員の資格と被選挙権が州法に委ねられるとすれば， 50州のいず
れもが，党の政策とは無関係に党大会への代議員の資格を定立することができ
ることになるが，これは明らかに許容し難い結果であるJ，と。
次に， Georgiaで採用したステイト・アクションの第2の基礎であるが，そ
(79) Nixon v. Herndon， 273 U. S. 536 (1927)および Nixonv. Condon， 286 U. S. 75 
(1932)である。高橋・前掲注(1)参照。
(80) Smith v. Allwright， 321 U. S. 649 (1944).高橋・前掲注(1)参照。
(81) Terry v. Adams， 345 U. S. 461 (1953).高橋・前掲注(1)参照。
(82) United States v. Classic， 313 U. S. 299(1941).高橋・前掲注(1)参照。
(83) このところでは， Jackson v. Metropolitan Edison Co.， 419 U. S. 345 (1974)お
よぴ MooseLodge No. 107 v.lrvis， 407 U. S. 163 (1972)が引用されている。
(84) Cousins v. Wigoda， supra note (58). 
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こでは，州は，政党の行った候補者の絞り込み過程を，その被指名者を投票用
紙に載せることを通じて，州の選挙手続の必要的付属物として採用することに
より，政党の行為をステイ卜・アクションとしたのであるとされた。しかし，
最高裁は， Jackson v. Metropolitan Edison CO.(85)において， Iイニシャチヴ
が私人から発している場合には，ステイト・アクションは存在しなL、」と述べ
ており， したがって，候補者の絞り込み過程において州を助ける政党の行為が
すべてステイト・アクシ aンとなるわけではなL、。公的問体と私的団体との聞
により特定的かっ直接的な結び付きがあることが必要なのである。しかし，本
件には，そのような結び付きはない。以上は州の関与の問題であったが，他方
で，連邦政府の関与という問題もありうる。なぜなら， 1976年から連邦基金
による全国党大会の財政援助が決められたからである。しかし，控訴審判決は，
人種差別に関係していない場合には，政府から資金を得ているというだけでは，
ステイト・アクションとならないとしてきている。政府が問題の行為の共同主
体とされるためには，十分な結び付き (nexus)が必要であるが，本件では，
党大会がどのような手続で行われるかと関係なしに，財政援助がなされるので
あるから，連邦政府を共同主体と言うことはできなL、。
以上がステイト・アクションに関する Tamm判事の見解であるが， Wilkey 
判事も， Georgia判決を見直すべきだという。すなわち， Georgiaがステイト・
アクションを認めた第一の理由は，①プライマリーによる候補者指名はステイ
ト・アクションとなる(第一前提)，②州の政党の代議員選任行為は，代議員
の主要任務が候補者指名にあるから，ステイト・アクションとなる(第二前提)，
③各州0)政党の代議員選任行為がステイト・アクションならば，これら代議員
が集会して行った共同決定もステイト・アクションとなるはずである(結論)，
という論理展開にあった。しかし，②から③への展開は論理の飛躍で、あるo本
件で問題となっている決定(代議員配分定式)は， I共同して行為にあたる諸
州J(states acting in concert)の決定ではなL、。むしろ，代議員による私的
(85) Supra note (83). 
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な行為なのである。代議員は，州政府の規制のゆえにステイト・アクションと
なるような手続で選任されたのかもしれないが，そのような結び付きだけでは，
代議員の行為をステイト・アクションとするには不十分なのである。 Georgia
の採用した第二の理由も疑問である。政党は，その候補者を選任する手続とし
て，どの様な方法を採用するのも自由である。州が，全国党大会の選択を利用
して，その指名者を投票用紙に載せる候補者としたからといって，全国党大会
の候補者指名手続が事後的にステイト・アクシ沼ンに変身するわけではない。
候補者を絞り込むことに対して州がいかなる利益をもっていようと，そこから，
絞り込み過程が「州の機能JCstate function)となるという帰結が論理上生
じることは，決してないのである，と。なお，財政援助を理由とする連邦政府
の関与に関しては， Wilkey判事は Tamm判事とほぼ同様の論旨を展開して
いる。そして，最後に，政党の結社権を強調して次のように述べている。「さ
らに， ~ステイト・アクション」の入口問題を判断するに当って考慮さるべき
対抗的要素として，結社の権利がある。『提案された綱領を定式化し公職候補
者を指名するために全国党大会に集会する党員の権利は，当法廷が下した以前
の判決において確立された集会・結社の自由の核心にあるものである』
CCousins v. Wigoda， 419 U. S. 477，491 (1975))。その結果，裁判所は党大会
を憲法上の制限に服せしめることには，慎重であるべきなのである」。
これに対し，反対意見を書いた Bazelon判事は，次のように言う。すなわ
ち， GeorgiaおよびBodeにおけるステイト・アクションの判旨は，その後の
最高裁判決によって損なわれてはいない。代議員の選出過程(およびその代議
員により行われた候補者の絞り込み結果を採用する過程)における州の行為と
代議員の不均衡配分との聞には明かな「関連JCnexus)が存在する。不均衡
配分が州の採用する最終結果に影響するからこそ，政党は不均衡配分を行って
いるのである。最高裁の Cousins判決は，本件には関係なL、。 Cousinsが言っ
たのは，外|は全国政党の結社権に干渉しではならないということのみで，州、|は
政党の代議員選任を助成してはならないとか，政党による候補者絞り込み結果
を採用しではならないということではない，と。
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ロ) 政治問題の法理
次に，司法判断適合性の問題を見てみよう。この点についても， Georgiaと
Bodeでは肯定されたが，最高裁がQ'Brienで「重大な疑問」を表明していた。
法廷意見は，この問題の判断も回避することにして，次のように言う。
「司法判断適合性の問題を決定するのを退けるに際し，我々は，この問
題が我々が決定する本案の問題に密接に関係していることを特記しておく。
司法判断適合性がないという被告の主張は， ~使用可能な~ (manage-
able)一人一票基準は適用できず， したがって，それ無くしては裁判所は
政党が種々の代議員数配分方法の中から代替案を選択するに際して行う政
治判断を評価するための基礎をもたない，というにある。我々の見解も，
それほど異なるものではなL、。我々は，厳格な一人一票基準は適用できな
いことを認める。そして，配分方法聞の選択は，憲法上の権利の行使であ
ると同程度に侵害でもあると考えるがゆえに，我々はそれが憲法に違反す
ると言うことができないのである。しかし，我々が行うのを退けるのは，
我々は決して逆の結論に達することはできないであろうと判示するような，
よりドラスティックなステップを採ることなのであるJ。
この判断回避に対し， Tamm判事と Wilkey判事は異議を唱える。両者は
ほぼ同旨の議論をしている(さらに. Danaher判事もこの両判事の議論に実
質上同意すると述べている o at 592 n.7)ので，ととでは Tamm判事に焦点
を当てて紹介しておこう。同判事によれば，最高裁は.Baker v. Carrにおい
て，司法判断に不適合な政治問題を構成する要因として，①裁判所が発見可能
かつ活用可能な基準 (judiciallydiscoverable and manageable standards) 
の不在，および，②非司法的性格の裁量を伴う政策判断を最初に行うことなし
には決定に到達することが不可能なこと，の 2つを挙げたが，代議員数配分定
式の審査はいずれの点でも問題をはらんでいる。まず①について。 Georgiaで
は，裁判所は「投票力の平等からの重大な逸脱」を判定することは可能である
?
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としたが，実際にはこのテストを正確に適用することは不可能である。なぜな
ら，第一に，平等が保護されるべき母体 (constituency)を確定することが
できない。登録党員のみを基礎にしたのでは，党が選挙に勝つために非党員の
票に期待している場合には，不適当であろう。同様に，以前の選挙の投票結果
を基礎にするのも満足の行く結果とはならない。過去の選挙結果は現在の支持
分布を反映しているとは限らないのである。かといって，全有権者を基礎とす
るのは，政党に対し結社権の核心をなす「イデオロギー的選択」奇否定するこ
とになろう。第二に，かりに母体を確定したとしても，そこに適用すべき平等
の判定基準を同定しえない。一人一票原則は，統治的作用を行う代表的性格の
機関にしか適用されないというのが，最高裁の判例であるが，全国党大会はそ
のような機関ではなL、。しかも，かりに一人一票原則以外の基準が確立できた
としても，次にその碁準を基礎に「逸脱Jを審査し，正当な理由があるのかど
うかを判断することになるが，それは裁判所に政治的な政策判断を要求するこ
とになり，次の②の要因によって不可能である。その理由はこうである。すな
わち，政党が結成される主たる目的は，①同じイデオロギーを有する者と結社
し，②目的を共有する候補者を当選させることによりイデオロギー的目標の達
成をはかるという 2点にあり，両者とも修正一条により保護されているが，イ
デオロギーへの忠誠と選挙での勝利とはぎりぎりのところではしばしば相対立
し，政治的な妥協を余儀なくされるのであり(この妥協を行うこと自体も修正
一条の保障に入っている)，その妥協内容の当否を裁判所が判断することは不
可能だし，裁判所の守備範囲を逸脱するものでもある。妥協内容の誤りを正す
のは，投票箱によるべきであり，裁判所がこの過程にパターナリスティックに
干渉することは，必要もなければすべきでもないのである。
これに対し，反対意見を書いた Bazelon判事は，こう反論している。小法
廷 (thedivision)の多数意見は， GeorgiaとBodeに従いつつ， Baker判決
が司法判断適合性の問題を入口問題としては解決するのであり，この問題のそ
の余の政策的考慮は本案の判断に統合されるべきであると判示し，当大法廷の
多数意見もこのアプローチを採用したようである。ところが，当法廷の若干の
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判事は，この分析を誤りだと言い，その理由として，第ーに，一人一票原則は
政党には適用がなく，第二に，全国政党の母体 (constituency)を確定する
ことは裁判所にはできない，と述べている。しかし，いずれの理由も正しくな
い。まず第ーに， Gray判決(師)と Moore(87}判決が，一人一票原則が政党の候
補者指名活動に適用されるという決定的な先例である。政党は非統治的機関で
あり， この原則の適用はないというが，高等学校区は統治作用を行う
(Hadley v. Junior Colleg日District，397 U. S. 50 (1970))が全国党大会はそ
うではないと言うのは理解しがたいことである。第三の理由については，たし
かに小法廷の多数意見が明確に判示したように，政党の母体を確定することは
裁判所にはできないであろう O しかし，一旦政党自身がそれを確定したなら，
政党がその母体のメンバーの平等な投票権を侵害しないように裁判所が要求す
ることはできるのである，と。
CjD 本案の判断
イ) 法廷意見
さて，入口問題について判断を回避した McGowan判事の法廷意見は，本
案に入って次のように判示した。まず，一人一票原則の適用については，こう
述べる。
平等保護の適用があるということは，必ずしも一人一票原則の適用を意味す
るわけではなL、。それは，会議体の目的とそれが行う決定の性質に依存するの
であり，最高裁が言ったのは，統治権を行使する会議体には通常一人一票原則
が適用されるということなのである。ゆえに，他の文脈では，異なる原則の下
に代表を選ぶ利益が数学的平等配分の利益を凌駕するということもありうる。
全国政党が大統領候補者を指名する場合が，まさにそのような事例に当たるの
である。実際，政党は党運営の多くの局面で数学的平等以外の方法を採用して
いる。たとえば， Georgia判決で合憲とされた各州の大統領選挙人数を基礎と
する代議員数配分，全国委員会の構成(各州から男女一名づっ)，代議員選出
(86) supra not巴(4).
(87) Moore v. Ogi1vie， 394 U. S. 814 (1969). 
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に際してのマイノリティ，女性，青年用の割当数(クオータ〉の強制，職務指
定 (exofficio)代議員の制度，等々。しかし，このことは，別に驚くに当た
らなL、。「政党というのは，つまるところ，党員のあらゆる見解のための議論
の場 (forum)という以上のものなのである。それは，政府のてこを支配する
ことを通じて，それら諸見解の最も重要なものを実行に移そうという組織的試
みなのである。ある政党は，そのための最善の方法は『厳格に民主的な』多数
決主義によるものだと考えるかもしれなL、。しかし，他の政党は，それは(た
とえば)試練を経た党内専門家に新入党員より大きな発言権を与えることによっ
てのみ可能だと考えるかもしれないのである。どちらのアプローチがより効果
的かは我々には分からない。しかし，明らかに後者の方が，政党が現実にどの
ように活動しているかについてのより正確な描写のように思われる。J/i我々
の目的にとって重要なのは，政党が自己を統治するさまざまな方法の中から党
を強化しその利益を促進するのに最も適すると思われるものを選ぶ行為は，憲
法的断罪に値することと比較して，より大きくはないにしても同程度の，憲法
的保護に値するということである。実際，言論および集会という明示的な憲法
上の権利は，それに付随する政治結社の権利を伴うものでないなら，たいした
価値はない。言論と集会は，とと、のつまり，目的そのものではなく，政治過程
を通じて変化を実現する手段なのである。そうだとすれば，政治結社を形成す
る権利だけでなく，それを最も効果的にするような方法で組織し管理する権利
も存在しなければならなL、」。
このように結社の目前を強調したあと，判旨は，同時に，投票の権利にも言
及する。
「修正一条は，もちろん，我々の唯一の関心事ではない。我々は， ~実際
問題として，大部分の投票者の最終的選択は，候補者指名がなされたとき
決められてしまう』ということを十分承知している O もし投票の権利が選
挙過程へ真に参加する権利であるなら，それは候補者指名過程に深く絡ん
でいる。我々はこのことを否定しはしないが， しかし，我々の判決を次の
。 。
法科大学院論集第10号
見解，すなわち，この権利と自由な政治結社の権利の聞で，本件において
は後者がより多く保護を必要としているのだという見解に基礎づけるので
ある。以下に詳述するように，本件では明らかに，政党をそれが最も効果
的な政治組織となるような方法で組織する権利が問題となっているようで
ある。もちろん，一人一票の権利は公式選挙で保護されている。少なくと
も理論上は，公式選挙で提示される候補者選択に不満のある者は，大政党
による候補者指名とは異なる方法で投票用紙への登載告取得することが可
能である。彼らは，もちろん自身の政党を形成しうるであろう。よりプラ
クテイカルな重要性をもっ事実としては，少なくとも当面は激しい競争関
係にある 2つの大政党が存在するということがある o 1つの党で受け入れ
られなかった者も，他方の党では歓迎されるかもしれないのであり，その
ような脱党者がかなりの数存在すれば，腹立たせた政党は公式選挙に負け
るかもしれず， どちらの政党もそのことは十分承知しているに違いないの
である。」
「ゆえに，我々は，平等保護条項は，それが適用されるとしても，大統
領候補者指名大会において特定の母体を一人一栗原則にもとづいて代表す
ることを要求はしないと結論する。代表方式およびその構成要素のすべで
が選挙での勝利その他の政治的目標の達成に対する政党の正当な利益を合
理的に促進するならば，平等保護条項は満たされるのである。JC傍点筆者)
かくして，合理性の基準の適用が宣言された。では，本件の配分定式は，こ
の基準に合致するのか。ここで配分定式の諸要素についての裁判所の判断を紹
介するのは避けるが，政党の強化が正当な目的であり，いかなる方法で強化を
はかるかを決めるのは結社の自由の内容をなすというのであるから，現実に採
用された定式に「合理性JCrationality)を認めるのは容易である。そこで，
法廷意見は結論として次のように要約する。
「ゆえに，我々は，本件定式は平等保護条項に反しないと判示する。厳
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格な審査を正当化する投票権が関係している限度において，その権利は当
定式を選択するに際して党が行使した修正一条の権利により相殺される。
我々は，このことが正しいのは，ひとえに，当定式が政治的有効度に対す
る政党の正当な利益を合理的に促進するからだということを強調しておか
ねばならない。同じことが常に正しいとは限らないであろう。本件では，
人種的その他の忌むべき差別は存在しないのである。もし存在すれば，憲
法的保護を受ける政党の権利は，犠牧者のそれが強力なのに反比例して，
取るに足りないものとなろう。同様に，我々は，投票権は候補者指名には
公式選挙にと同程度に深くは絡んでいないと述べた。公式選挙で勝利する
現実的なチャンスをもっ政党が lつしか存在せず，候補者指名過程での投
票が唯一の効果的な投票であるような場合には，事情は異なろう。
これらの但し害は，本件の文脈では，次のことぞ示唆する以外の意味そ
もたなL、。すなわち，裁判所は政党の内部過程に干渉することには慎重で
あるべきだとはいえ，救済を与えることがありうるような状況を想定する
ことは可能だということ。 GeorgiaやBodeや本件では，そのようは状況
は存在しないのであるから，政党内部の紛争を解決するために当裁判所に
訴えることは思いとどまるよう奨励されるべきである。」
ロ) 反対意見
以上の法廷意見に対して，反対意見を書いた Bazelon判事は， どのように
問題を提えたか。彼は，多数意見が「一人一栗原則を修正一条で認められた権
利である全国政党の正当な利益と「衡量J(balance)させた」点については，
必ずしも反対しない。一人一票原則安価値の低いものとした理由に反対するの
である。その背景の一つに，本件の行為にステイト・アクション性を認めるか
どうかの理解の違いが横たわっている。多数意見は，この点の判断を回避した
のに対し， Bazelon判事はステイト・アクションを明確に認めた。ステイト・
アクションを認めれば，結社の自由が至上であることをやめて，逆に結社自身
の利益と対抗するその構成員の権利が至上となる (at618 n. 13)。いうなれば，
-67一
法科大学院論集第 10号
政党の候補者指名が私的団体としての政党の内部問題(その意味で結社権に含
まれるはずの問題)たることを止めて，公的な過程(選挙制度の構成部分)と
しての位置づけを与えられるのである。このような背景的理解を前提として一
人一票原則のもつ意義を考えれば， r再配分の全目的は，民主的な出発点にお
いて平等な位置をすべての投票人に与えることにある。それ以降に起こること
は，民主的過程の自然な作動にすぎず，そこではその都度の多数派が必要な政
治的決定を行うのである。再配分の全趣旨一一一人一栗原則一一は，その都度
の多数派が未来における民主的過程の自然的作動を妨げるような仕方で自己の
立場を固めてしまうことを阻止することにある。再配分はその巨大な憲法上の
正当化をこの立場の固定化から引き出すのであるJ，e:いうことになる。
おわりに
最高裁は， Ripon判決に対するサーシオラーリを否定したし(叫，その後全
国党大会代議員定数配分の不均衡を争う訴訟は提起されなかったようで，結局
この争点に関する故高裁の判断は示されないままに終わっている。しかし，
Ripon判決は， O'Brien判決で示唆されたノfー ガー・コートの雰囲気を的確に
察知して書かれており，最高裁が今後向かうはずの方向を敏感に先取りしたも
のであった。その最も注目すべき特徴は，政党の結社権の強調である(曲)。政党
(88) 424 U. S. 933 (1976). 
(89) Kesterは， Riponの控訴審判決以前には， Georgia， Bode. Ripon (一審判決).
Q'BrIen (控訴審判決)のいずれの判決においても，政党の結社権への言及がほと
んどなされていないことを指摘している。円、くつかの裁判所は，政治的集団を修
正一四条が政府に課している諸規則に封じ込めるととに熱中して，それと競合する
自由な政治結社という修正一条の価値が問題となっており， しかもこの価値は憲法
序列において俊泌的かっ支配的な地位をもっと言われてきたことを見失ってしまっ
たようである。たとえば.Georgia， Bode， Ripon Society判決や Q'Brienにおい
て最高裁に破棄された控訴審判決のような先例のない諸判決が，修正一条や政治結
社という憲法上の権利に実質上何の言及もなく書かれえたということに，人は驚嘆
するであろう。JJohn G. Kester. Constitutional Restrictions on Political Parties， 
60 Va. L. Rev. 735，778 (1974). 
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の候補指名手続に一人一票原則を適用することを要求する運動は，ウォーレン・
コートが始めた定数不均衡是正の流れに乗って，一時期急速な盛り上がりを見
せ，政党自身による改革をも引き起こしつつ一定の成果を獲得するが，ここに
きてその真の対抗原理たる結社権の壁に道遇し，投票価値の平等もしくは実効
的投票権と結社権との均衡を模索する段階に到達したのである O ここでここに
至る過程を簡単に振り返って要約しておこう。
政党の候補者指名手続に修正一四条の平等保護条項を適用するためには，ス
テイト・アクションの認定が必要であった。予備選挙にステイト・アクション
を認める論理としては，白人プライマリーの諸判決から，修正一四条に関して
は州法による詳細な規律の存在を根拠にする方向，修正一五条に関しては予備
選挙を公式選挙の一部とみなす方向が示唆されていた。もちろん，これらの諸
判決は，①一党が支配的地位を確立しており，事実上その党の予備選挙が公式
選挙に匹敵するという事情にあった州における，⑨人種差別を争点にしていた
という特殊性をもっていたため，二大政党が桔抗する一人一葉原則問題の先例
となりうるのか明確ではなかった。とくに，予備選挙を公式選挙の一部とみな
す論理は，直接には修正一五条(投票権を人種により差別することを州に対し
て禁止した条文)に関して採られたものであり，投票価値の不平等を攻撃する
根拠とされる修正一四条についても採用されるものなのかは問題として残され
ていたので‘ある。
この残されていた問題に最高裁が解答を与えたのが Gray判決であった。こ
とで最高裁は， i(ジョーヅア州は)プライマリーを公的な選挙装置の一部とし
て採用している」と認定してステイト・アクションを認めた。つまり，上記②
の論理を修正一四条にも適用したのである。もっとも，最高裁はいかなる根拠
に基づいて「公的な選挙装置の一部として採用している」と認定するのかにつ
いては，原判決に同意すると述べるだけで，自らは論じていない。ところが，
原判決は，ジョージア州におけるプライマリーの実施が全選挙過程における本
質的部分をなしているということとともに，それがが州法による緊密な管理・
運営の下に実施され，それに与えられる効果も法により明確に定められている
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ということをも根拠にしていた刷。ということは，内容的には上記①の論理に
も依拠したと読めるものであった。最高裁の判断が原審のこの認定を基礎にし
たものとすれば，プライマリーが選挙制度の一部という定式は，この定式が先
例上修正一五条についてもっていたほどの射程は，修正一四条に関してはもた
ないということもありうることになる。この定式の下に，その射程を①の論理
に接合してしまうことも理論上は可能なのである。しかし， Jaybird判決仰
に見られたように，ナト除去による規律がまったくないような場合にまで射穂を拡
大して行く可能性も，もちろん有していた。
Gray判決は，他方で，党大会方式による候補者指名に関しては，判断を明
京的に留保した。しかし，プライマリーによる候補者指名がステイト・アクショ
ンを構成するとすれば，党大会方式による候補者指名にそれを否定することは，
この方式が州法により規律されているといった， Gray判決がステイト・アク
ションを認定する際に依拠したような事情が存在する限り，理論上は困難と思
われる。しかし，かりに Gray判決の論理は党大会方式にも同様に適用される
となったとしても，そこから麗ちに，全国党大会への代議員選出についても閉
じだということにはならない。たしかに， 1十|公職への候補者指名をおこなう州
党大会への代議員選出に一人一票原則が適用されるなら，大統領候補者の指名
を行う全国党大会への代議員選出も同様に考えることができそうに思える。し
かし，州党大会の場合は代議員選出から党大会による指名までの全プロセスが
州法による規律対象になっているのに対し，企閤党大会の場合はそうではなL、。
州が規律しうるのは，州政党に配分された代議員に関してだけなのである。そ
もそも州には全国党大会の規律権限はないのであるから，その一部を構成する
代議員について規律する権限さえ明確ではなL、。かりに権限がないとすれば，
全国大会への代議員選出を州法が規律していることを根拠とするステイト・ア
クションの論理は成り立たなくなってしまおう。しかし，この点については，
州に大統領選挙人を選出する権限があることを根拠にして，自州、|の全国党大会
(90) 注(5)参照。
(91) 高橋・前掲注(1)， 278頁以下参照。
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代議員選出の規律権限が承認されてきた。したがって，現実に存在する規律を
前提に，詳細な規律の存在を根拠に代議員選出行為にステイト・アクションを
認めるか，あるいは，大統領選挙人選出制度の一部をなすものとしてそれにス
テイト・アクションを認める可能性は存在した。実際，下級審判決は当初この
ような論理でステイト・アクションを認める方向に動いたのである。
しかし，代議員選出行為にステイト・アクションを認めることは，州法によ
る規律が事実として存在する限り，先例の延長線上でそれほど抵抗なく行いえ
たとしても，全国党大会自体の行為にステイト・アクションを認めることは，
州法による規律に依拠しえないだけに，容易ではなL、。全閣党大会が定めた代
議員配分定式を争う訴訟が提起したのはこの問題であった。これにステイト・
アクションを認めるためにコロンビア地区控訴裁判所が Georgia判決で提案
したのは，次のような 2つの可能性であった。まず第ーは，州における代議員
選出がステイト・アクションであることを前提にして，その様にして選出され
た諸州の代議員が協同して行う行為もやはりステイト・アクションとなるとい
うものである。しかし，後に RiponSociety判決で Wilkey判事が指摘した
ように，この理由づけは，その前提から結論へと論理の飛躍があり，あまり説
得的ではない。いま一つの可能性は，介|が全国党大会による候補者指名結果を
大統領選挙人選挙において利用していることに着目し，政党の候補者指名過程
全体が州の大統領選挙人選挙の必要的付属物としてその一部を構成していると
捉えるものである〔叫。実際，ほとんどの州で，投票用紙に大統領選挙人候補者
(92) この理論が明示的に提示されたのは， Note， One Man， One Vote and Selection 
of Delegates to National Nomination Conventions， 37 U. Chi. L. Rev. 536， 544 
(1970)においてのようである。「……大統領候補指名制度は実際に選挙民の選択安
二人に絞り込む。州は，その候補者の名前を投票用紙に載せることにより，この絞
り込み過程を承認し法的効果を与えるのである。そうすることにより，升|は政党の
内部過程を自己の選挙機構の一部に採用する。……この絞り込み過程は公式選挙と
『一体をなす』と十分言えるほどの関係を有しており，ステイト・アクションを構
成する， という議論もたしかに成り立つのである」。この議論は， Georgia控訴審
判決(1971年)により採用され，さらに， O'Brienでマーシャル反対意見も採用
した。なお， Laurence Tribe. American Constitutional Law. 2nd ed.， p.1120-21 
(1988)は， r升|は，政党の指名者に優先的なバロット・アクセスを与えること
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を載せる際，その候補者が全国党大会で指名されたどの候補者を支持している
のかを何らかの形で表示していおり，有権者はそれを基礎に投票している。そ
の意味で，全国党大会の結果は大統領選挙人選挙において公式に利用されてい
るのである。これに対して Wilkey判事は，州が全国党大会の選択を利用した
からといって，その候補者指名手続が事後的にステイト・アクションに変身す
るわけではないと批判しているが，州による利用に着目する議論は事後的な変
身を主張しているわけではなかろう。もし州が，政党の意閣と無関係に，いわ
ば職権で被指名者の表示を行うとすれば，州による利用により本来私的な行為
が事後的にステイト・アクションに変身するという批判も当たっている面があ
ろう。しかし，実際には，州政党による届出を待って表示されるのが通常であ
る。そうだとすれば，升ほしては，投票用紙への表示の「特権」を享受しよう
とする限り，州が承認しうる手続で指名してくることぞ要求しうるであろうし，
さらに進んで，特権を受けようとする行為はステイト・アクション性を帯びる
とL寸論理も成立する可能性があるのである(田〉。ただし，この論理が成立する
ためには，特権を享受しないで投票用紙への表示安獲得しうる一般的方法(通
常は，一定数の署名をもって要求する方法が一般的である〉が法的に認められ
ていなければならない。その場合には，州や連邦憲法の要請に従いたくない政
により，政党の行為を政治制度の中に編入する(incorporate)のである」という
点にステイト・アクションの基礎を見る「編入理論」がもっとも説得的であるとし
ている。同旨， Developments in Law-Elections， 88Harv. L. Rev. 1111，1159-63 
(1975). 
(93) もっとも，特権を享受しようとする限りその指名手続がステイト・アクションと
なるという論理には，やや無理がある。州が要求したルールに従って指名がなされ
たならば，その手続がかりに連邦憲法に違反したものであっても，政党には「特権」
賦与安要求する権利があるはずであり，連邦憲法上問題があるとすれば，そのよう
な指名結果に特権を与えた州の行為である。ゆえに，この升|の行為を連邦憲法違反
で争うことはできるであろうが，政党を相手にその行為をステイト・アクションと
捉えて連邦憲法への服従を要求するのは筋違いな感じがするのである。 cf.Kester， 
supra note (89)， p.267.しかし，州の特権賦与行為が連邦憲法違反となるなら，
政党の側では連邦憲法を尊重した手続を採用しない限り特権の享受はできなくなる
わけで， したがって，そのような手続を採用するぐらいなら特権享受を諦めるとい
う選択をなしうる場合以外は，結果に変わりはないであろう。 cf.Developments 
in Law， supra note (92)， p.1160 n.52. 
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党は，一般的方法を採用することにより自律性を確保しうるのである刷。しか
いこのように全国党大会の行為にステイト・アクションを認める可能性はあ
るにしても，最高裁は， Q'Brien判決において，全国党大会の資格審査委員会
の行為につきステイト・アクションを認めることに「重大な難問Jを示唆した。
このために，コロンピア地区控訴裁判所は Ripon判決において， この点に関
する判断を回避する道を選んだ。こうして，この論点は判例上，最高裁のみな
らず下級審段階においても，未決着のまま残されることになったのである。
しかし，かりに代議員数配分にステイト・アクションを認めて本案の審査に
入ったとしても，一人ー票原則をL、かなる数字を母体にして判断するかという
困難な問題に直面する(冊。基礎となる数は人口数なのか，有権者数なのか，登
録党員数なのか，過去の選挙における獲得投票数なのか。アメリカの政党が，
明確な党員概念をもっ政党ではないこと，プライマリーには openなものや
closedなものなど様々な形態が存在すること，さらにそのプライマリーが準
公的な制度としての性格を獲得してきていることなどを考慮すると，いずれが
正しいかを裁判所が決めるということはきわめて困難であろうo ましてや，政
党が 1つの母数ではなく複数の母数を組み合わせて使用した場合には，その組
合せ方の当否を判断することはさらに困難であろう。その点、は党の選択を尊重
するということにすれば，党が選択した母数との関係で一人一栗原則が守られ
(94) 大政党が特権享受を避け一般的方法で立候補の届出をしてきた場合には，その党
の候補者指名手続をステイト・アクションと捉えることがまったくできないのかと
いうと， Jaybirdの先例 (Terryv. Adams， 345 U. S. 461 (1953)，高橋・前掲注
(1)， 278頁以下参照)との関係で若干微妙なところがある。というのは，全国党
大会と州政党との関係はJaybirdAssociationとテクサス民主党との関係と類似し
ている面も否定できないからである。この点を指摘するものとして， Note， Judi-
cial Intervention in National Political Conventions， 59 Cornell L. Rev. 107， 124 
(1973). 
(95) この問題は，理論上は州における代議員選出手続に関しでも存在する。しかし，
判例はこの問題をほとんど議論していなL、。たとえば，ステイト・アクションを認
めた Maxey判決 (supranote (36))は，配分が不均衡であることについて当事
者聞に争いがなかったこともあり，母数として人口数をとるべきか過去の選挙結巣
をとるべきかの判断l創刊党委員会に任せるのが適当でああとして判断せず，従来の
配分定式を今後使ってはならないという命令を出すにとどめている。
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ているかどうかの審査は裁判所iこもできるかもしれないが，そのような単純な
事例が事件となることは，少なくとも党改革運動を経た後の配分定式について
は考えられないであろう O しかも，政党は， Ripon事件で見たように，大統
領選挙で勝利しうる者を指名するに最適な全国党大会の構成をめざして，大統
領選挙人数や過去の選挙における貢献度などを考慮した「ボーナス配分」を行
う。さらには，女性やマイノリティの意見をより良く反映するためにアファー
マティヴ・アクションを考織することさえある。そのような結果として採択さ
れた配分定式の当否を，果して裁判所に判断しうるであろうか。結局は，よほ
ど恐意的な定式でない限り(剖政党自身の判断を尊重するということにならざ
るをえないであろう。そして，それを根拠づける論理は政党の結社権をおいて
ない。こうして，代議員数配分をめぐる争いにおいて政党の結社性が再認識さ
れることになったのである。
政党の候補者選出過程に公的性格を認めてステイト・アクションを認定し，
投票者の実効的投票権を保障していこうという流れは，ここに来て政党の結社
性が浮上することによりひとまずせき止められた(肝)。投票者の実効的投票権と
政党の結社権の対立は，政党が民主的政治過程において果たすべき役割につい
(96) たとえば，白人プライマリーの先例から言って，人種を理由とする差別は，たと
えそれが選挙で勝つために最も効果的なものであゥても許きれないであろう。 cf.
Note， Bode v. National Democratic Party: Apportionment of de!egates to Na-
tional Political Conventions， 85Harv. L. Rev. 1460， 1475 (1972). 
(97) 代議員数配分不均衡訴訟における結社権の強調は，単に実効的投票権の攻勢を押
しとどめたというにとどまらないであろう。というのは，理論上は州における代議
員選出手続に関する判例の見直しに進まざるをえないからである。なぜなら，選出
手続の平等要求は配分定式の平等を前提にしなければ無意味であり (See，Note， 
One Person-One Vote: The Presidential Primaries and Other National Conven-
tion Delegates Selection Processes， 24 Hast. L. 1. 257， 273 (] 973))，後者に結社
権の強調から一人一票原則を厳格に適用しえないということになれば，前者につい
ても結社権を及ぼさざるをえないであろう。実際， r代議員選出基準は……政党の
意思決定フォーラムの完全無欠性Cintegrity)の維持と一体をなしており，党が
そのイデオロギーを推進する権利の不可欠の側面を形成する。政治的イデオロギー
を推進する自由は，政党がそのイデオロギーを自由に決定できなければ無意味であ
ろうが，代議員選出基準の確立はイデオロギーを決定する一つの方法なのである」
Note， Presidential Nominationg Conventions， 62Geo. L. J. 1621. 1627 (1974). 
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ての理解の対立，ひいては民主政そのものの理解の対立を反映している。アメ
リカにおいて大統領候補者指名過程が問題化したのは，実際に当選可能な候補
者は事実上民主党か共和党の候補者に限定されてきたからである。実際の選択
が2人の候補者に絞られるとすれば，候補者指名に実効的な影響力をもつこと
が重要視されることになるのはみやすい道理である。民意に支持された大統領
を選出するにはまず民意に支持された候補者を選出することが必要なのである。
民主政治の実現は，党内の候補者指名過租の民主化を要請するのである。しか
し，もし政党がたとえばフランスに見られるように多数存在するなら，国民に
は多数の候補者からの選択が保障される。ゆえに，政党の候補者指名過程は政
党の自由にまかせておいても，国民の多数に支持された大統領を選出すること
に障害が生じるということは起こらないであろう。たしかに，多数の候補者か
らl人の大統領を選ぶのであるから，国民の多数に支持されることを保障する
ためには決選投票の制度を導入するなどの工夫が必要となるであろうが，それ
は政党内部の候補者指名に関する問題ではなく，選挙制度そのものの問題なの
である。ここでは，政党の私的結社性を保持しながら選挙制度そのものを通じ
て民主政を実現しようとするのであり，政党の私的結社性を制限することによ
り民主政治を実現しようとするアメリカのアプローチと対照をなす。シャトシュ
ナイダーの表現を借りれば「民主政治は政党の内部ではなく政党の聞に存在す
る」のである(則。
(98) E. Schattschneider， Party Government， 60(1942)， cited by Note， One Man， 
One Vote and Selection of Delegates to National Nomination Conventions， 37
U. Chi. L. Rev. 536， 558 (1970). 
??
